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令和４年９月28日（水曜日）

午後０時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第24号 令和３年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○報告事項

・令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率について

出席委員（７人）

主 査 日 高 博 之

副 主 査 日 髙 利 夫

委 員 星 原 透

委 員 外 山 衛

委 員 太 田 清 海

委 員 井 上 紀代子

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 渡 辺 善 敬

危機管理統括監 横 山 直 樹

総 務 部 次 長
小 牧 直 裕

（総務･市町村担当）

総 務 部 次 長
児 玉 憲 明

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
松 野 義 直

兼危機管理課長

総 務 課 長 渡 邉 世津子

人 事 課 長 川 畑 敏 彦

行政改革推進室長 壱 岐 さおり

財 政 課 長 高 妻 克 明

財産総合管理課長 鹿 島 寛 俊

税 務 課 長 満 留 芳 文

市 町 村 課 長 児 玉 洋 一

総務事務センター課長 朝 稲 晃

消 防 保 安 課 長 寺 田 健 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 牛ノ濵 晋 也

総 務 課 主 事 大 島 采 香

○日高主査 ただいまから決算特別委員会総務

政策分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。

分科会の日程については、お手元に配付の日

程案のとおりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。

お手元の分科会審査説明要領により行います

が、決算事項別の説明は目の執行残が100万円以

上のもの及び執行率が90％未満のものについて、

また主要施策の成果は、主なものについて説明

があると思いますので、審査に当たりましては

よろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合についてですが、他の分科会との時間調整

を行った上で質疑の場を設けることとする旨、

確認がなされましたので、よろしくお願いいた

します。

最後に、審査の進め方についてですが、総合

政策部のみ２班編成とし、班ごとに説明及び委
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員質疑を行い、最後に部全体の総括質疑を行い

たいと存じます。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午後１時０分休憩

午後１時２分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算について執行部の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○渡辺総務部長 まず、説明に入らせていただ

く前に、台風第14号の被害等につきまして、本

県では早期に災害対策本部を立ち上げまして、

災害が発生するおそれがある段階から、全市町

村に対して災害救助法を適用するなど、早期の

対応に努めてまいりました。

しかし、過去に経験したことがない猛烈な風

雨により、本県に甚大な被害が出ているものと

認識しております。現在、全庁を挙げて被害の

全容把握とともに、復旧に向けた取組を行って

おります。

また、先日、内閣府の防災担当大臣、総務大

臣に現場視察に来ていただきまして、県議会か

らは、コロナ禍で人数制限をということで、代

表して中野議長に御同行いただきまして、財政

支援等を要望したところでございます。おかげ

をもちまして、普通交付税を繰り上げて交付す

ることが26日に決定されました。

県としましては、被災地における県民の生活

や経済活動が一日でも早く回復できるよう、引

き続き市町村、関係機関、庁内各部局連携しな

がら、全力で取り組んでまいります。

それでは、今回御審議いただきます令和３年

度決算につきまして、お手元に配付いたしてお

ります主要施策の成果に関する報告書及び令和

３年度決算特別委員会資料に基づきまして御説

明申し上げます。

まず、令和３年度一般会計決算の概要につき

まして、お手元の主要施策の成果に関する報告

書の１ページをお願いいたします。

令和３年度の決算額は、歳入が7,298億2,673

万7,000円、歳出が7,169億9,000万5,000円となっ

ており、歳入、歳出ともに前年度を上回ってお

ります。

歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支

につきましては、128億3,673万2,000円となって

おります。また、この形式収支から、令和４年

度へ繰り越すべき財源76億3,696万1,000円を差

し引いた実質収支は、51億9,977万1,000円の黒

字となっております。

なお、前年度の実質収支との差である単年度

収支につきましては、51億8,569万9,000円の赤

字となっております。

次に、お手元の令和３年度決算特別委員会資

料の10ページをお願いします。

総合計画に基づく総務部の施策体系につきま

して、その概要を御説明いたします。

まず、施策の柱、連携・絆の構築による魅力

ある地域づくりについてであります。

県・市町村連携推進では、行政サービスの充

実に向けた広域的な仕組みづくりに対し支援を

行うなど、県と市町村及び市町村間の連携を推

進したところであります。

次に、多様化する危機事象に的確に対応でき

る体制づくりについてであります。

上から６つ目の新規事業、大規模災害に備え

た燃料備蓄・供給体制整備では、救助活動拠点

等に移動式の燃料給油機を２か所設置するとと
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もに、防災救急ヘリコプター用備蓄燃料庫の設

計を行ったところであります。

次に、その下の大規模災害時における物資の

安定供給調査では、災害発生後３日目までの初

動期において、物資を効率的に避難所に供給で

きるよう、備蓄場所、備蓄数量等の調査を行っ

たところであります。

次に、下から２つ目の消防指令業務共同化調

査では、県内の消防長で構成される宮崎県域消

防指令業務共同運用検討委員会の協議にオブザ

ーバーとして参加するとともに、協議・検討に

必要な基礎資料を作成して市町村及び各消防本

部等に提供したところであります。

次に、商業・サービス業の振興についてであ

ります。

ＲＰＡソフトによる県税業務働き方改革推進

事業では、令和元年度から開始したＲＰＡによ

る業務の自動化・効率化を継続し、職員の負担

軽減及び県民の利便性向上を図ったところであ

ります。

最後に、老朽化した施設の再整備と余剰空間

の有効活用についてであります。

宮崎県東京ビル再整備（アドバイザリー業務）

でございますが、再整備を行う民間業者の公募

・選定に向け、募集要項等の作成を行ったとこ

ろであります。

次に、11ページを御覧ください。

総務部の令和３年度歳出決算の状況について

であります。

一番下の段の総務部合計の欄になりますが、

一般会計と特別会計を合わせまして予算額

が2,829億9,737万5,063円、支出済額が2,809

億3,994万8,437円、翌年度への繰越額が４

億6,952万9,000円、不用額が15億8,789万7,626

円となります。

また、執行率は99.3％、翌年度への繰越額を

含めた執行率は99.4％であります。

次に、監査における指摘事項等についてであ

ります。

資料の33ページであります。

総務部に係る監査結果報告書指摘事項等にお

きまして、２件の注意事項を受けております。

また、お手元の令和３年度宮崎県歳入歳出決算

審査意見書において、県税収入確保についての

意見・要望事項がありました。

以上、概要を御説明いたしましたが、各課ご

との決算内容、主要施策の成果に関する報告等

につきましては、危機管理局長及び担当課長か

ら御説明いたしますので、御審議のほどよろし

くお願いいたします。

○高妻財政課長 令和３年度の一般会計決算の

概要について御説明いたします。

決算特別委員会資料の１ページを御覧くださ

い。

令和３年度一般会計歳入決算の状況について

であります。

まず、県税は1,076億4,519万6,000円で、増減

の欄にありますとおり、対前年度70億3,000万円

余、7.0％の増となっております。

次に、一番下ですが、地方消費税清算金は528

億6,262万8,000円で、対前年度41億8,000万円

余、8.6％の増となっております。県税及び地方

消費税清算金の詳細につきましては、後ほど税

務課長より御説明いたします。

２ページをお開きください。

一番上の地方譲与税は199億9,650万1,000円

で、対前年度18億円余、10.3％の増であります。

これは、区分の列の４つ目にあります特別法人

事業譲与税の増等によるものであります。

１つ飛びまして、地方交付税ですが、2,049
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億5,163万9,000円で、対前年度181億3,000万円

余、9.7％の増であります。これは、普通交付税

の増等によるものであります。

１つ飛びまして、分担金及び負担金ですが、20

億2,992万6,000円で、対前年度29億7,000万円

余、59.5％の減であります。これは、令和２年

度に土地改良事業に係る市町村負担金の一括償

還が行われたことが要因となっております。

次に、３ページを御覧ください。

一番上の国庫支出金は1,541億1,886万2,000円

で、対前年度40億円余、2.7％の増であります。

これは、右端の説明欄の３つ目にございますが、

新型コロナ対策事業に伴う臨時交付金や、その

３つ下の地域観光事業支援費、さらにその下の

社会資本整備総合交付金の増等によるものであ

ります。

一番下の寄附金ですが、３億1,458万7,000円

で、対前年度１億円余、25.4％の減であります。

これは、新型コロナ宮崎復興応援寄附金の減等

によるものであります。

次に、４ページをお開きください。

一番上の繰入金は、240億6,383万円で、対前

年度41億2,000万円余、14.6％の減であります。

これは、説明欄の２つ目、財政調整積立金から

の繰入金の減等によるものです。

１つ飛びまして、諸収入は491億6,487万6,000

円で、対前年度125億8,000万円余、20.4％の減

であります。これは、中小企業融資制度の貸付

金の元利収入の減によるものであります。

次の県債でございますが、857億2,251万6,000

円で、対前年度58億2,000万円余、7.3％の増で

あります。これは、区分の欄の３つ目、臨時財

政対策債の増等によるものであります。

次に、５ページを御覧ください。

収入未済額の状況であります。

表の一番下の計の欄を御覧いただきますと、

令和３年度の計は12億8,389万9,000円であり、

対前年度２億2,000万円余、14.9％の減でありま

す。これは、県税の収入未済額の減少等による

ものであります。

歳入決算については以上であります。

次に、６ページをお開きください。

県債残高と財政関係２基金の残高等の状況で

あります。

まず、一番上のグラフですが、折れ線グラフ

の上の線が県債残高の全体額で、下の線が臨時

財政対策債等を除いた実質的な県債残高です。

これまで両方のラインともに減少傾向で推移し

ておりましたが、令和元年度からは、実質的な

県債残高が増に転じまして、令和２年度からは、

県債残高全体も増加に転じております。これは、

防災・減災、国土強靱化に係る公共事業の増加

によるものであります。

次に、中央のグラフです。

折れ線が財政関係２基金の残高であります。

ここ数年、440億円程度で安定的に確保してま

いりましたが、令和３年度末の残高は587億円と

なっております。これは、令和４年度から令和

６年度までの地方交付税の約100億円程度の減額

精算に備える必要がありますので、財政調整積

立金に多く積み立てたこと等によるものであり

ます。

また、下のグラフは経常収支比率の推移を示

しております。

経常収支比率が高いほど財政構造が硬直化し

ていることを示しておりますが、令和３年度は、

臨時財政対策債と合わせた実質的な交付税が増

えたことなどによりまして、経常的な歳入が増

加しておりまして、対前年度8.8ポイント低下

し、83.7％となっております。
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次に、８ページでございます。

第３、地方公共団体財政健全化法に基づく報

告であります。

令和３年度決算に基づく健全化判断比率及び

資金不足比率について御説明いたします。

まず、１の（１）総合意見を御覧ください。

表の健全化判断比率の４つの指標でございま

す。

①実質赤字比率は、一般会計と特別会計に赤

字額がある場合に、また②連結実質赤字比率は、

さらに公営企業会計まで合わせて赤字がある場

合に比率を算出するものでありますけれども、

いずれも赤字は発生しておりません。

③実質公債費比率は、一般会計等の公債費と

公営企業債の償還に対する繰出金を加えた実質

的な公債費を県の経常的な収入である標準財政

規模等で割った数字で、前年度と同じ10.6％で

あります。

④将来負担比率は、一般会計・特別会計、公

営企業会計に、さらに出資法人の負債など、将

来、県の負担となる可能性があるものを含めた

負債の総額から債務の償還に充てることができ

る基金等の額を差し引いた額を、県の経常的な

歳入等で割った数字でありまして、95.7％であ

ります。前年度と比べて7.9ポイント低下してお

ります。

これら４つの指標は、いずれも右側の欄の早

期健全化基準を下回っておりまして、監査委員

の審査意見は、（３）是正改善を要する事項のと

おり、「特に指摘すべき事項はない」であります。

次に、２の資金不足比率審査意見書について

であります。

８ページの下のほう、２の（１）総合意見を

御覧ください。

資金不足比率は、各公営企業会計に資金不足

が生じた場合に比率を算出いたしますが、いず

れの会計も資金不足は発生しておりません。

監査委員の審査意見は、９ページの上のほう、

（３）是正改善を要する事項のとおり、「特に指

摘すべき事項はない」であります。

次に、令和３年度主要施策の成果に関する報

告書の３ページをお願いいたします。

３、歳出決算の概要についてであります。

まず、（１）款別の表の令和３年度の一番下の

合計欄を御覧ください。

歳出決算額は7,169億9,000万5,000円で、対前

年度は、一番右端にございますが、4.4％の増と

なっております。

表と表の下の特徴の欄に記述しております言

葉を使いながら説明させていただきます。

表の区分の２つ目、総務費は、対前年度約185

億円、28.6％の増となっております。これは、

県債管理基金等の積立金の増等によるものであ

ります。

次に、１つ飛んで、衛生費でございます。対

前年度約166億円、38.4％の増となっております。

これは、新型コロナ対策費の増等によるもので

あります。

次に、その４つ下、土木費ですが、対前年度

約46億円、5.3％の増となっております。これは、

国土強靱化対策事業費の増等によるものであり

ます。

次に、一番下の諸支出金は、対前年度約44億

円、9.4％の増となっております。これは、市町

村への地方消費税交付金の増等によるものであ

ります。

次に、４ページを御覧ください。

歳出決算の（２）性質別の状況であります。

一番上の義務的経費は、全体では、対前年度

約30億円、1.3％の減となっております。これは、
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公債費の減等によるものであります。

次に、投資的経費は、全体では、前年度比約67

億円、5.2％の増となっております。これは、普

通建設事業費の補助事業費の増などによるもの

であります。

最後に、その他の経費は、全体では前年度比

約266億円、8.4％の増となっております。これ

は、補助費等とその下の積立金の増によるもの

ですけれども、補助費等はコロナ対策等に伴う

県内事業者への協力金の増、積立金は、県債管

理基金への積立金の増によるものであります。

歳出決算の概要については以上でございます。

最後に、資料にはございませんが、今後の財

政運営について述べさせていただきます。

本県財政は、自主財源に乏しく、地方交付税

等に大きく依存する脆弱な構造でありますが、

今後も社会保障関係費をはじめ、コロナ対策、

原油価格・物価高騰対策、国土強靱化や施設の

老朽化対策など、多額の財政需要が見込まれて

おります。

しかしながら、このような中にありましても、

人口減少など本県の抱える重要課題に的確に対

応し、将来を見据えた施策を積極的に推進して

いく必要がございます。

このため、今後とも常に財政健全化に努め、

臨期の需要にも対応できるよう、引き続きしっ

かりと財政運営してまいりたいと考えておりま

す。

○満留税務課長 県税及び地方消費税清算金の

決算につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料の７ページをお開きくだ

さい。

令和３年度の県税歳入決算は、表の一番上の

県税計の欄にありますように、最終予算額1,059

億7,000万円に対しまして、調定額が1,087

億3,922万4,000円、収入済額が1,076億4,519

万6,000円となっております。収入済額の対前年

度比は107.0％となっており、最終予算額に対し

ましては、すぐ右のＣ―Ａの欄にありますよう

に16億7,519万6,000円の増となっております。

さらに、その右のＤの欄になりますが、不納

欠損額は１億1,790万4,000円、還付未済額がＥ

の欄で12万6,000円、収入未済額は、その右隣で

すが、９億7,625万円となっており、この表には

ございませんが、前年度より１億8,111万7,000

円減少しております。一番右端の徴収率につき

ましては99.0％となり、前年度を0.2ポイント上

回ったところであります。

次に、歳入増減の主な内容について御説明い

たします。

資料の１ページにお戻りください。

県税収入全体では、この表の中ほどの列、増

減の欄にありますように、前年度と比較しまし

て、金額で70億3,497万3,000円、率にして7.0％

の増となっております。

主な税目の増減についてですが、まず個人県

民税につきまして、前年度と比較しますと、６

億511万9,000円の増となっております。個人県

民税の中には、市町村が住民税として市町村民

税と合わせて賦課徴収している均等割、所得割

と、県が賦課徴収を行っている株式等の配当に

対して課税される配当割、株式の譲渡所得等に

対して課税されている株式等譲渡所得割の３つ

が含まれておりまして、今回の増収の主な要因

は、企業業績が堅調に推移したことにより配当

割が増となったこと、また株式市場が堅調であっ

たことにより株式等譲渡所得割が増となったこ

とによるものであります。

次に、法人県民税につきましては１億5,554万

円の減となっております。これは、主に法人税
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割の税率引下げによるものであります。

次に、中ほどにある事業税のうち、法人事業

税につきましては45億6,917万6,000円の増と

なっております。これは、金融・保険業、卸売

・小売業を中心とした法人所得が堅調に推移し

たことなどによるものであります。

次に、県税の一番下、軽油引取税につきまし

ては２億4,960万円の増となっております。これ

は、貨物輸送量の増などによるものであります。

その他の税目につきましては、記載のとおり

であります。

最後に、地方消費税清算金についてでありま

す。一番下の欄を御覧ください。

これは、全国で納付されました消費税のうち、

地方消費税分を最終消費地へ帰属させるために、

都道府県間で清算を行うものでありますが、令

和３年度の清算金収入は528億6,262万8,000円

で、前年度に比べ、金額で41億8,815万円、率に

して8.6％の増となっております。

これは、清算対象となる地方消費税が増加し

たことによるものであります。

○渡邉総務課長 総務課の歳出決算状況につい

て御説明いたします。

令和３年度決算特別委員会資料の11ページを

お開きください。

歳出決算課別集計表のうち、総務課の決算額

は、予算額２億9,674万円に対して支出済額は２

億9,147万331円、不用額は526万9,669円、執行

率は98.2％です。

次に、目における不用額が100万円以上のもの、

または執行率が90％未満のものについて御説明

いたします。

なお、この後の各課の説明におきましても、

同様の説明とさせていただきます。

12ページをお開きください。

まず、表の上から３段目、（目）一般管理費の

不用額136万8,520円です。これは、主に備品購

入費において、総務部内各所属の突発的な需要

に対応するための経費や報酬等における会計年

度任用職員の人件費などの執行残です。

次に、ページ中ほどの（目）文書費の不用額390

万1,149円です。これは、主に需用費において、

総務課所管の印刷室の運営事務費などの執行残

です。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

○川畑人事課長 人事課の歳出決算の状況につ

いて御説明いたします。

委員会資料の11ページにお戻りください。

人事課につきましては、表の上から２段目に

なります。予算額50億4,506万9,000円、支出済

額48億5,783万3,788円、翌年度繰越額1,403万円、

不用額１億7,320万5,212円となっており、執行

率は96.3％であります。翌年度繰越額を含めま

すと、その上の括弧内にあります96.6％となり

ます。

次に、主な不用額について御説明いたします。

13ページをお願いいたします。

表の上から３段目、（目）一般管理費の不用額

が9,481万9,109円であります。その主なものは、

職員手当等の6,565万9,876円でありますが、こ

れは、主に職員の時間外勤務手当の執行残であ

ります。各部局の時間外勤務手当の予算不足に

備えまして、人事課で一括計上している予算で

あります。自然災害や家畜伝染病などの不測の

事態に備えまして、年度末まで予算を確保して

おく必要がありますことから、執行残となった

ものであります。

次に、14ページを御覧ください。

（目）人事管理費の不用額7,838万6,103円で
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あります。その主なものは、職員手当等の6,745

万9,926円でありますが、これは、職員の退職手

当の執行残であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

○高妻財政課長 財政課の歳出決算の状況につ

いて御説明いたします。

決算特別委員会資料の18ページを御覧くださ

い。

一般会計及び公債管理特別会計を合計した財

政課の決算は、一番下、計の欄のとおり、予算

額2,149億2,699万3,374円に対し、支出済額

は2,142億6,149万4,571円であり、不用額は６

億6,549万8,803円、執行率は99.7％となってお

ります。

次に、主な不用額について御説明いたします。

15ページをお開きください。

まず、一般会計であります。

上から３段目の（目）一般管理費の欄になり

ますが、不用額が６億3,330万4,342円となって

おります。その理由としましては、財政課の一

般管理費には、財政課の事務費のほかに共通経

費を計上しております。この経費は、各部局に

計上している予算について、正確な見込みが困

難なもの等もございますので、そうした状況に

対応するためのものでありまして、例えば国庫

補助金の返還が生じた場合などに財政課から予

算を分任して執行するというものであります。

また、この経費の性格上、年度末まで確保し

ておく必要がございます。財政課の不用額のほ

とんどは、この共通経費の執行残であります。

次に、16ページをお開きください。

一番上の（目）財政管理費の執行率89.2％に

つきましては、財政課職員の普通旅費などの執

行残によるものであります。

次に、17ページを御覧ください。

予備費は、例えば訴えの提起など、年度途中

の不測の事態により予定外の支出が必要となっ

た場合などに対応する経費であります。当初予

算額で１億円を計上しておりましたが、このう

ち令和３年度中に6,845万3,626円を他の予算科

目に充用いたしました。その結果、残額の3,154

万6,374円が不用額となっております。

予備費の充用の内訳につきましては、右の説

明欄のとおりでありますが、①訴訟に伴う弁護

士への着手金や謝金、②歳出予算不足によるも

のとして、例えば昨年８月のまん延防止等重点

措置の適用により緊急に行いましたワクチン接

種の広報の経費でありますとか、２月の定例会

閉会後に受託事業の歳出予算の不足が判明した

経費などに充用しておりまして、合わせて20件

となっております。

次に、18ページをお開きください。

公債管理特別会計であります。

一般会計からの繰出金などにより、県債の元

金と利子の償還等を行うものであります。

（款）総務費の（目）積立金、その下の（款）

公債費のいずれの目も100万円以上の不用額及び

執行率90％未満のものはありません。なお、歳

入歳出決算審査意見書における指摘要望事項は

ございません。

○鹿島財産総合管理課長 財産総合管理課の歳

出決算状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページへお戻りくだ

さい。

上から４段目になりますが、財産総合管理課

の決算額は、予算額25億3,668万9,000円に対し

まして、支出済額は21億202万5,124円、翌年度

繰越額は１億8,674万9,000円、不用額は２

億4,791万4,876円となっております。執行率
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は82.9％でございますが、翌年度繰越額を含め

ますと、その上の括弧にありますとおり90.2％

となります。

次に、主な不用額の内容について御説明いた

します。

19ページをお開きください。

ページ中ほどの（目）財産管理費の不用額１

億7,902万4,087円でございます。主なものとい

たしましては、まず中ほどの需用費1,429万6,219

円は、本庁舎・各総合庁舎の非常時に使用する

発電機等の電気設備燃料費の執行残であります。

その２つ下の委託料4,271万2,778円は、庁舎

の清掃警備や機械設備修繕関係の委託等の執行

残であります。

それから、下から３段目の工事請負費１

億1,963万6,940円は、ＢＣＰ対策事業及び庁舎

の修繕工事に伴う執行残であります。

一番下の負担金・補助及び交付金127万1,158

円は、区分所有しております企業局庁舎２階の

管理業務経費等の執行残であります。

20ページを御覧ください。

（目）県有施設災害復旧費の不用額6,837

万5,362円は、災害等により被災した県有施設の

補修・復旧経費の執行残であります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

主要施策の成果に関する報告書の67ページを

御覧ください。

２の安全な暮らしが確保される社会の（１）

多様化する危機事象に的確に対応できる体制づ

くりについてであります。これは、非常時にお

ける県庁舎の行政機能を維持するため、電力等

のライフライン確保に必要な対策等を行う事業

であり、平成28年度から実施しているものであ

ります。主な実績内容等としましては、１号館

の受電設備等の改修を実施したところでござい

ます。

次に、68ページを御覧ください。

１、その他（県政一般）の（１）老朽化した

施設の再整備と余剰空間の有効活用についてで

あります。これは、老朽化しております宮崎県

東京ビルについて、民間活用により再整備し、

将来にわたって県政発展を支える機能を維持す

るための事業であり、主な事業内容といたしま

しては、東京ビル再整備を行う民間事業者の公

募・選定のための募集要項等をアドバイザリー

の知見を基に作成したところであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

○満留税務課長 税務課の歳出決算の状況につ

いて御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

税務課の計は、表の上から５段目にあります

とおり、予算額552億4,910万3,919円、支出済

額550億9,467万1,969円、不用額１億5,443

万1,950円で、執行率は99.7％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたします。

委員会資料の21ページをお開きください。

最初の（目）税務総務費でございます。不用

額は１億2,266万9,752円となっております。こ

れは、主に過年度に納められた県税を還付する

ための経費である償還金の執行額が見込みを下

回ったことによる執行残であります。

次の（目）賦課徴収費であります。不用額

は1,605万4,608円となっております。これは、

県税・総務事務所及び税務課において執行して

おります県税の賦課徴収に要する納税通知書の

印刷や郵送料などの事務費の執行残であります。

次に、22ページを御覧ください。
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一番上の（目）利子割交付金であります。不

用額は238万8,000円となっております。

その下、（目）配当割交付金であります。不用

額は884万円となっております。

次に、３つ下、（目）ゴルフ場利用税交付金で

あります。不用額は419万2,112円となっており

ます。

これら交付金は、税収に基づき一定割合を市

町村に交付するものでありますが、いずれも税

収が見込みを下回ったために執行残が生じたも

のでございます。

歳出決算の状況に関する説明は以上でありま

す。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

主要施策の成果に関する報告書の69ページを

お開きください。

産業づくりの１、創造性のある工業・商業・

サービス業が営まれる社会の（１）商業・サー

ビス業の振興であります。

施策推進のための事業及び実績について御説

明いたします。

ＲＰＡソフトによる県税業務働き方改革推進

であります。これは、ＲＰＡを導入して、住民

基本台帳ネットワーク連携による税務システム

登録情報の自動入力及び電子申請システムによ

る住所変更手続データの自動入力を行ったもの

であります。

施策の成果等としましては、これらの作業を

自動化したことにより、事務処理の省力化・業

務の効率化を図ることができました。

令和２年２月から運用を開始しました電子申

請システムによる住所変更手続データの自動入

力につきましては、令和３年度の住所変更手続

全体の半数を超える622件を自動化したところで

あります。自動化によって職員の負担軽減とな

るほか、書面による手続で発生するやり取りが

最小限となるため、県民の利便性向上にもつな

がっているものと考えております。

今後とも県税業務において、業務改善を図り

つつ、ＲＰＡに適した業務の自動化・効率化を

進め、県民の利便性向上及び県内のＩＣＴの浸

透に努めてまいります。

次に、歳入歳出決算審査意見書で審査の意見

がありましたので、御説明いたします。

令和３年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書の

５ページをお開きください。

４、収入の確保についての（１）県税収入の

確保についてであります。

上から５行目の県税の収入未済額のところに

なりますが、「県税の収入未済額９億7,625万円

のうち、個人県民税は６億7,184万4,000円となっ

ており、今後とも、個々の納税者の状況に配慮

しつつ、賦課徴収を行う市町村との連携を密に

して、効果的な徴収対策を講じられるよう要望

する」との御意見でありました。

個人県民税は、県税の収入額のうち約３割を

占めておりますが、収入未済額では、県税全体

の69％となっております。このため、賦課徴収

権を持つ市町村の徴収業務の促進のため、各県

税・総務事務所におきまして、徴収担当職員の

併任人事交流や市町村からの徴収引継ぎ、管内

市町村との合同徴収対策会議等を実施するとと

もに、特別徴収制度の適正化の推進を図るなど、

収入未済額圧縮に取り組んでいるところであり

ます。

今後とも個々の納税者の状況に配慮しつつ、

市町村とさらなる連携強化を図りながら、収入

未済額の圧縮に努めてまいります。

○児玉市町村課長 市町村課の歳出決算の状況
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につきまして御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

市町村課につきましては、表の中ほどであり

ます。予算額21億6,604万770円、支出済額20

億5,155万3,399円、不用額１億1,448万7,371円

で、執行率は94.7％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたします。

24ページをお開きください。

上から２段目、（目）市町村連絡調整費の不用

額233万1,506円であります。これは、主に（節）

の欄の上から６段目の旅費でありまして、各種

会議等がコロナの影響で開催されなかったこと

などによるものであります。

次に、26ページでございます。

（目）衆議院議員選挙費の不用額１億948

万4,145円であります。主なものは、（節）の欄

の一番下の段、負担金・補助及び交付金であり

ますが、これは、投票所設置などに係る経費と

して各市町村に交付する市町村交付金が見込み

を下回ったことなどによるものであります。な

お、衆議院議員選挙費は、全額国費であります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

令和３年度主要施策の成果に関する報告書

の70ページをお開きください。

くらしづくりの１、安心して生活できる社会

の（１）連携・絆の構築による魅力ある地域づ

くりについてであります。

施策推進のための主な事業及び実績について

御説明いたします。

県・市町村連携推進でありますが、これは、

県と市町村及び市町村間の連携・協働を推進す

るため、行政サービスの充実に向けた広域的な

仕組みづくりに対し、支援を行ったものであり

ます。

また、知事と市町村長等とが本県や地域の課

題について意見交換を行います宮崎県・市町村

連携推進会議や役場でスクラム談義を開催した

ところであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

○朝稲総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの歳出決算の状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

総務事務センターは、表の中ほどに記載して

おりますとおり、予算額６億8,994万6,000円、

支出済額６億8,075万9,880円、不用額は918

万6,120円、執行率は98.7％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたします。

27ページをお開きください。

上から３段目の（目）一般管理費でございま

す。右から３列目の不用額が276万4,938円となっ

ております。これは、本庁及び県税・総務事務

所の各総務事務センターの人件費及び事務運営

費の執行残でございます。

次に、その下の段、（目）人事管理費でござい

ます。右から３列目の不用額が436万7,054円と

なっております。これは、健康管理事業や職員

の福利厚生事業に係る経費及び事務運営費の執

行残となっております。

28ページをお開きください。

下段の（目）恩給及び退職年金費でございま

す。右から３列目の不用額が173万9,194円となっ

ております。これは、元警察職員に係る恩給等

の執行残でございます。

なお、監査委員の決算審査意見書につきまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

○松野危機管理局長 危機管理課の歳出決算の
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状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。

一般会計の下から２段目の行にありますとお

り、予算額７億37万5,000円、支出済額５億22

万9,901円、翌年度繰越額1,000万円、不用額１

億9,014万5,099円、執行率は71.4％、翌年度繰

越額を含めますと、72.9％となっております。

主な不用額について御説明いたします。

29ページをお開きください。

中ほどの（目）防災総務費の不用額は1,806

万2,532円となっております。不用額の主な理由

でありますが、（節）の欄の中ほどに委託料があ

りますけれども、不用額651万3,793円は、防災

関係の各種啓発業務委託の執行残や、例年予算

計上しております、えびの高原周辺の火山ガス

測定におきまして、噴火が起きた場合に備えて

計上している測定費用が不用となったものであ

ります。

また、下から３段目の負担金・補助及び交付

金の不用額229万3,000円は、市町村が行う避難

場所などの整備に対する補助金等の額の確定に

伴い、不用となったものであります。

続きまして、30ページを御覧ください。

上の段の（目）消防連絡調整費の執行率が41

％となっておりますが、これは、林野火災発生

時に使用する防災ヘリの空中消火用バケットが

損傷した場合に備え、予算計上していた修繕費

用が不用となったものであります。

その下の（目）救助費であります。不用額は

１億7,183万3,147円、執行率が10.5％となって

おります。不用額の主な理由でありますが、例

年、災害救助法が適用されるような大規模災害

が発生した場合の備えとして予算計上している

もので、上から２段目の需用費は、救助物資の

購入経費を計上しており、また下から２段目の

負担金は、市町村が避難所運営や仮設住宅を設

置した場合における費用の負担金を計上してお

ります。

一番下の積立金は、災害救助基金を取り崩し

た場合の積立金を計上しておりましたが、どち

らも災害救助法が適用となる災害の発生がな

かったことから、不用となったものであります。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

主要施策の成果に関する報告書の71ページを

お開きください。

危機管理課では、２、安全な暮らしが確保さ

れる社会を目標としまして、（１）多様化する危

機事象に的確に対応できる体制づくりに取り組

んだところであります。

施策推進のための主な事業及び実績について

御説明いたします。

まず、改善事業、自助・共助・公助で命を守

ろう！防災力強化につきましては、宮崎県防災

の日や防災週間に合わせて、ポスターやＣＭ等

による啓発を行うとともに、11月５日の津波防

災の日には、県民一斉防災行動訓練「みやざき

シェイクアウト」を、また東日本大震災が発生

した３月には、ポスターやＣＭに加え、災害体

験イベントを実施し、県民の平時からの備えや

災害時の適切な行動を促したところであります。

さらに、地域防災力向上に係る支援といたし

まして、県内各地で防災士養成研修や防災士に

よる出前講座等を行うとともに、公助力の強化

に係る事業として、市町村職員を対象に災害応

急業務や家屋被害認定研修を実施したところで

あります。

72ページをお開きください。

一番上の総合防災訓練強化につきましては、
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新型コロナの影響で実動的な防災訓練は実施で

きませんでしたが、伝達参集訓練に加え、防災

庁舎の新たな施設や設備を活用した図上訓練を

行い、防災体制の強化を図ったところでありま

す。

次に、３段目の大規模災害に備えた減災・応

急体制強化支援につきましては、南海トラフ地

震等に備え、市町村が行う避難場所等の整備や

避難訓練の実施、津波避難施設の整備等に対す

る支援を行い、津波から人命を守るための取組

を行ったところであります。

次の新規事業、大規模災害に備えた燃料備蓄

・供給体制整備でありますが、大規模災害時に

おける給油所の被災や燃料不足に備え、救助活

動拠点等に災害時専用臨時設置給油設備、いわ

ゆる移動式の燃料給油装置を２か所に設置する

とともに、防災救急ヘリコプター用備蓄燃料庫

の整備に係る設計を行いました。

最後に、新規事業、大規模災害時における物

資の安定供給調査でありますが、大規模災害が

発生した場合に備え、発生後３日目までの初動

期において、物資を効率的に避難所に供給でき

るよう、備蓄場所、備蓄数量等の調査を行い、

県が確保すべき備蓄数量や備蓄体制の在り方に

関するデータを得ることができました。

73ページを御覧ください。

施策の進捗状況でありますが、令和３年度に

おきましては、災害に対する備えをしている人

の割合は52.3％、自主防災組織活動カバー率は87

％、県内の防災士の数は6,147人となっており、

今後も引き続き目標値に向かって取り組んでま

いりたいと考えております。

施策の成果等につきましては、ただいまの事

業の説明と重複しますので、説明は省略させて

いただきます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

○寺田消防保安課長 消防保安課の決算につい

て御説明いたします。

決算特別委員会資料11ページをお開きくださ

い。

消防保安課は、表の一般会計の一番下の欄に

ありますとおり、予算額13億8,641万8,000円、

支出済額10億9,990万9,474円、翌年度繰越額２

億5,875万円、不用額2,775万8,526円、執行率79.3

％、翌年度繰越額を含めますと98.0％となって

おります。

次に、主な不用額について御説明いたします。

決算特別委員会資料の31ページをお開きくだ

さい。

（目）防災総務費の不用額は1,557万983円と

なっております。不用額の主な理由であります

が、（節）需用費の不用額433万39円は、防災救

急ヘリコプターの燃料費や航空センターの電気

代、資機材費などの執行残、次に４段下の工事

請負費の不用額104万4,778円は、防災行政無線

の設備改修費の執行残、また２段下、（節）負担

金・補助及び交付金の不用額656万117円は、市

町村等が実施しております消防資機材の整備に

対する補助金の額の確定などによるものであり

ます。

32ページをお開きください。

一番上の段、（目）消防連絡調整費の不用額

は1,179万7,288円となっております。不用額の

主な理由でありますが、（節）委託料の不用額846

万7,737円は、危険物取扱者及び消防設備士の免

状交付において、見込んでいた件数より実績が

少なかったことなどによる執行残であります。

続きまして、主要施策の成果につきまして御

説明いたします。
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主要施策の成果に関する報告書の74ページを

お開きください。

消防保安課では、２、安全な暮らしが確保さ

れる社会を目標としまして、（１）多様化する危

機事象に的確に対応できる体制づくりに取り組

んできたところであります。

施策推進のための主な事業及び実績について

御説明いたします。

防災行政無線管理につきましては、防災行政

無線設備の維持管理や保守を行うとともに、移

動式の映像伝送設備の整備を行ったところであ

ります。

次に、航空消防防災推進につきましては、防

災救急ヘリコプターによる山岳・海難事故の捜

索や救助、林野火災の消火等を行い、合計で134

回運航しております。

また、令和３年度は、ヘリコプターの運航が

一定時間を経過したことから、点検整備を実施

したところであります。

75ページを御覧ください。

改善事業、みやざき消防団加入・定着促進に

つきましては、消防団の活性化や消防団員の確

保対策として、若手消防団員や女性消防団員に

よる意見交換会を開催したほか、消防団の広報

誌や加入促進のチラシを市町村や高等学校等に

配布しております。

令和４年４月１日時点の消防団員数は、県全

体で１万3,671人で、前年より300人減少してお

りますが、消防団は、地域防災の重要な役割を

担っております。このため、今後も引き続き消

防団員確保のための取組を推進してまいります。

次に、改善事業、みやざき消防力強化・支援

につきましては、消防力の強化を図るため、市

町村等が実施しております消防資機材の整備等

に対して補助するとともに、消防学校に災害時

の建物倒壊を想定した瓦礫救助訓練場を整備し

たところであります。

次に、新規事業、消防指令業務共同化調査で

あります。消防指令業務の共同化につきまして

は、県内の消防本部の長で構成される共同運用

検討委員会に、県もオブザーバーとして参加し

ているところでありますが、検討するに当たり

必要な基礎資料を作成し、提供する必要がある

ため、本事業において、ハード整備に要する費

用や運用体制等に関する調査を行ったところで

あります。

76ページの施策の成果等につきましては、た

だいまの事業の説明と重複しますので、説明は

省略させていただきます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

○日高主査 執行部の説明が終了いたしました

が、委員の皆様から質疑はございませんか。

○太田委員 委員会資料の17ページ、財政課の

予算額の一番上の（款）予備費の当初予算額１

億円というのは、どういう考えの下に、このく

らいの額だと積算しているのでしょうか。

○高妻財政課長 経験則上、１億円ということ

で、過去からずっと計上させていただいており

ます。これに対して法令上、幾らにせよといっ

た規定があるものではありません。

例えば、国家予算の場合でありますと、ずっ

と5,000億円で置いております。ここ数年は、コ

ロナ対応等がございまして５兆円を別に置いて

いたりはされますが、基本的なところは、国も

ずっと変えておりませんで、本県もこれで不足

したということはございません。

○太田委員 はい、分かりました。

委員会資料の12ページ、総務課の（目）一般

管理費の備品購入費50万円について、聞き取れ
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なかったものですから、もう一度説明をお願い

します。

○渡邉総務課長 この備品購入費につきまして

は、総務部内の出先も含めまして、各所属の突

発的な需要に対応するために50万円をあらかじ

め総務課で予算措置しているものです。年度末

までに突発的に備品を買うという事情が出てま

いりませんでしたので、今回執行残として残り

ました。

○太田委員 委員会資料の19ページの財産総合

管理課で、（目）財産管理費の委託料が残ったわ

けですが、これは何か清掃業務という説明があ

りました。

清掃というと、いろんな福祉関係の人たちが

対応されている感じもするので、執行残が残ら

ないような形で対応されるところもあるんじゃ

ないかなと思いましたけれども、4,000万円以上

残ったというのは入札の結果でしょうが、その

辺はどうでしょうか。

○鹿島財産総合管理課長 この不用額4,200万円

余ですけれども、主なものとしては、清掃警備

の入札の執行残ということで説明させていただ

きました。

実際の清掃警備の入札での執行残は約1,000万

円余ということで、そのほかにもいろいろと機

械整備、設備の委託とか、もろもろございまし

て、そのトータルが4,200万円となっております。

清掃警備の委託につきましては、入札で行っ

ているんですけれども、基本的には入札参加資

格登録をしていただいた業者を対象に入札を執

行しておりまして、福祉関係を優先するといっ

た要件は今のところ入っておりません。そういっ

た意味で、広く入札をかけている状況でござい

ます。

○太田委員 はい、分かりました。

私の経験で、県病院に入院したときに、福祉

施設の人たちが清掃に来ておられて、その先入

観があって聞いてしまったかもしれませんけれ

ども、平等にされているということで了解いた

しました。

次に、主要施策の成果に関する報告書の70ペ

ージの市町村課で、知事と市町村職員との意見

交換─スクラム談義をやったとのことでした

が、ジャンルによっては、対象者が市町村の企

画課とか、税務課とか、農村整備課とか、いろ

いろあろうかと思いますが、どういう対象者が

来られているのでしょうか。また、成果につい

ても教えてください。

○児玉市町村課長 役場でスクラム談義という

名称で、昨年度は、東児湯ブロックと北諸県ブ

ロックの２か所で開催したんですけれども、参

加したのは市町村の若手職員です。

東児湯ブロックは、高鍋町、新富町、木城町、

川南町、都農町、北諸県ブロックは、都城市、

三股町のそれぞれ若手の職員に出席いただきま

した。

テーマが２つありまして、１つは県が設定し

た「若者にとって魅力ある地域づくりとは」と

いうテーマで、もう１つが「自治体の未来を担

うこれからの市町村職員とは」というテーマで、

時間にして約１時間なんですけれども、知事と

市町村の役場の職員が意見交換を行いました。

ユニークな発想というか、ざっくばらんに意

見が出まして、非常に充実した意見交換になり

ました。これについては、場を変えて懇親会も

行い、お互いの懇親を深めたところです。市町

村の職員にとっては、直接知事と意見交換する、

自分の意見を述べる場というのがないものです

から、職員にとっても非常によい経験になった

のかなと思います。
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また、知事としても、日頃聞けない、現場の

意見を聞けたというところで、双方にとって非

常によい意見交換になったと考えています。

○太田委員 市町村の職員は知事にはなかなか

会えないから、こういう形をできるだけ取って

いただくといいかなと思います。

○有岡委員 主要施策の成果に関する報告書

の75ページの消防保安課ですが、若手女性消防

団員との意見交換会をされたということで、現

在の課題として、地元消防団員の定数割れとい

うこともあるものですから、まず１点、どのよ

うな意見があったのかをお尋ねしたいと思いま

す。

我々の認識では、働く企業側の理解が得られ

ると、消防団に参加しやすいとか、いろいろ課

題があるのかなと思ったものですから、まずそ

ういった課題解決のための意見交換会の何か情

報がありましたらお尋ねしたいと思います。

○寺田消防保安課長 まず、消防団に加入して

よかったという意見なんですが、様々な業種の

人や地域住民との交流ができたとか、防災や応

急手当の知識を身につけることができたという

ものがございました。

また、一方、改善すべき点ということで、消

防操法大会に向けた姿勢等の訓練ばかりではな

く、有事に機能する実践的な訓練をしてほしい

というものや飲み会が多過ぎるとか、女性消防

団員の活動に男性消防団員が理解を示してほし

いとか、消防団員の家族のことも考えてほしい

といった意見が出されております。

消防団の歴史は古くて、また消防団の習慣で

あったりとか、地域の関係も様々でありますの

で、若手とか、女性にすぐに受け入れられるか

どうか分からないんですけれども、若手や女性

消防団員の意見が消防団に広く受け入れられて、

消防団員確保につながればいいなと思っており

ます。

○有岡委員 若い人たちの意見を参考に、ぜひ

改善していただきたいと思います。令和４年度

の当初予算額も大体同じような状況で、根本的

な取組として何か必要なのかなと思うんですけ

れども、理解を示してもらうことも大事です。

先ほど申し上げたように、職場の理解を得て

参加してもらう中で、例えば意欲的な方におい

ては、防災士の取得を支援するなど、もっと広

げることも考えていくことが必要なのかな。

貴重な人材ですので、そういう人材をどう生

かすかという部分については、我々の昔の消防

団の知識、経験では、なかなかうまくいかない

部分が多いと感じていますので、予算の許す限

り、新しい取組を実施していただければいいな

と思っております。これは要望で申し上げます。

○日髙副主査 私も有岡委員もそれぞれ役場の

出身ですので、若い頃は夏場の操法大会に参加

しておりました。６時に集合して８時ぐらいま

で、約２か月間ほとんど毎日です。そうやって

県大会を目指していくということで、消防団に

明け暮れていました。

先ほど課長が令和４年度は300人減少している

と言われましたが、その前年はいかがだったの

でしょうか。

○寺田消防保安課長 ※150人ぐらいだったと思

います。

○日髙副主査 では、増えているんですね。そ

れは、町場のほうが増えているのではないかと

いう気がします。

今回、台風が来ましたけれども、国富町は相

当水害がありました。そのときに、消防団の樋

門の開け閉めが早過ぎたとか遅過ぎたとか、い

※23ページに訂正発言あり
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つもそういう話が出てきます。田畑やハウス、

稲がやられたりと、そこに実害が出てくるわけ

で、何百万円、何千万円という被害が出ます。

消防団は、台風のときには非常に気を使うん

です。一晩中眠れないで、ずっと１センチ、２

センチの樋門の水の目盛りを見るわけです。そ

ういうことからすると、消防団というのは、地

元にどうしてもなくてはいけません。

先ほど申し上げましたとおり、特に私がいた

消防団は、県で優勝を目指したいというのがあっ

たから、２か月近く、毎日練習するわけです。

そういうのは町場の人からすると、そこまでし

て消防はしないでもいいという意見が確かにあ

ると思うんですね。

今年は全国大会ありましたが、県大会が２年

なかったわけですよね。多分この２年間で、意

識が大分変わったと思うんです。消防団員は本

当にこれまでどおり操法大会の練習が必要なの

かと。先ほど課長が言われましたように、もっ

と実践的なものに変えるべきじゃないかとか、

消防団員がこの操法大会に対して気持ちが変

わってきたりするところがあるのか、そこ辺は

ぜひ検証しておいていただきたいと思います。

それと、主要施策の成果に関する報告書の74

ページの一番下に、航空消防防災推進事業とい

うのがあります。令和２年度が約２億円、令和

３年度が約７億円ということで、右の説明欄に

防災救急ヘリコプター「あおぞら」の緊急運航

の経費と特別点検整備と記載がありますが、こ

のうち、整備にはどれくらいお金がかかったん

ですか。

○寺田消防保安課長 防災ヘリは、2,500時間ご

とに特別点検をしなければならないということ

になっておりまして、「あおぞら」は5,000時間

を経過しておりましたので、２回目の2,500時間

点検を実施しております。

その費用なんですが、点検の委託費と代替の

ヘリをリースしましたので、合わせまして４

億7,000万円でありまして、その残りの約２

億3,000万円が通常の運航費用になります。

○日髙副主査 「あおぞら」は、たしか令和７

年か８年に更新を迎えるということだったです

よね。今回点検が終わったわけで、これから３

年ぐらいは大丈夫ということだと思うんですが、

命を運ぶヘリコプターですから、あと３～４年

ありますので、その時々で最新の機種とか、最

新の装備とか、そういうのが必ず出てくると思

うんですよね。

ですから、そういうところはしっかりと最新

の装備で、常に県民の命を守ることを考えてい

ただいて、予算のこともあるかもしれませんけ

れども、しっかり頑張っていただきたいと思い

ます。

続けて、72ページの一番下の大規模災害時に

おける物資の安定供給調査1,049万4,000円です

けれども、備蓄の場所、数量についての調査を

行って、データを得ることができたということ

ですが、具体的にどういうデータが得られて、

今後そのデータがどのように生かされていくの

か、大体でも構いませんのでスケジュールを含

めて分かれば教えてください。

○松野危機管理局長 昨年度実施した調査です

けれども、これはもともと平成28年度に県が備

蓄基本指針をつくりまして、南海トラフなどの

大きな災害が来ても大丈夫なように、物資をしっ

かり蓄えていきましょうということで、今まで

も取り組んでいるところです。

これまでは避難所への避難者に対する備蓄物

資を準備しておくということだったんですけれ

ども、令和２年に国が方針を見直しまして、避
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難所外避難者、例えば車中泊の人とかに対して

も備えなさいということになったものですから、

どのぐらいの備蓄量が要るのか調査する必要が

ありまして、令和３年度に実施したところです。

これに併せて食料とか粉ミルクとか、いろん

な必要数を算出したんですが、例えば食料です

と、これまで備蓄目標は55万7,000食だったんで

すが、車中泊の避難者についても加えたことか

ら63万3,000食に増え、人数が増えていますので

ほかの備蓄物資も増えております。

今持っている備蓄物資の倉庫は県内に８か所

あるんですけれども、そこがほぼ限界に近づき

つつありまして、今回増えた備蓄をとても収納

できる場所がないというところもありまして、

調査いたしました。

その調査結果では、備蓄場所のさらなる確保

が必要じゃないかということと、備蓄は災害発

生後３日目まで各市町村に出すんですけれども、

それが出た後、今度は国からプッシュ型で物資

がやってまいりますので、それを受け入れて、

またすぐ出すという作業が必要になります。で

すから、そういう機能を備えた物資拠点をつく

る必要があるんじゃないかということが調査で

分かったところであります。その調査を受けて、

今年度専門家を集めて、物資拠点整備部会を設

置しまして、この前、２回目の会合を開いたと

ころです。

２回目の会合では、面積が3,000平米ぐらいの

倉庫が必要で、外から受け入れるには、ある程

度野積みするスペースが必要とか、あとフォー

クリフトで物資の搬出をしますけれども、そう

いうときに県の職員がやるのではスピードが遅

いので、搬出のプロに任せたほうがいいんじゃ

ないかといった意見をいただいたところでござ

います。

今年度中に具体的な仕様を固めて、来年度の

予算で地質調査ですとか、設計などの費用をお

願いしようかと考えておりまして、備蓄倉庫の

整備自体は緊急防災・減災事業債を使う予定に

しておりますので、令和７年度までに整備した

いと考えております。

○日髙副主査 いつ災害が来るか分かりません

ので、早急に頑張ってもらいたいと思いますし、

地元の土木建築業者の皆さんも防災には積極的

に協力してくださいますので、その辺や市町村

とうまく連携してください。

○井上委員 主要施策の成果に関する報告書

の69ページの税務課のところで、成長するアジ

アや欧米などの海外市場をターゲットとして、

県産品の輸出に向けた取組が展開される社会を

目指すとなっているんですけれども、税務課で

は、具体的にこの項目に沿った何をどんなふう

にしているということですか。

○満留税務課長 産業づくりという施策の目標

として、この３つがありまして、税務課のＲＰ

Ａソフトによる県税業務働き方改革推進が２番

目の丸の、ＩＣＴが広く企業活動や日常生活に

浸透し、産業の高度化や暮らしの利便性向上に

つながる社会を目指すという項目に係ってくる

ということで、産業づくりの１、（１）商業・サ

ービス業の振興の中に入っており、ＲＰＡソフ

トの事業自体は、成長するアジアや欧米などと

いうところを目指すものではないと御理解いた

だきたいと思います。

たまたま産業づくりというところにこの事業

が入って区分分けされてしまったので、ここに

書いてございますが、先ほども説明したように、

ＲＰＡソフトを使って職員の働き方改革なり、

県民の利便性向上なりを図っていく事業でござ

います。
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○井上委員 税務課のＲＰＡソフトが産業づく

りのところに記載され、県産品の輸出に向けた

取組が展開される社会を目指すとなっています。

確かにこのＲＰＡソフトによる県税業務の働き

方改革というのは分からなくはないですが、具

体的に何をしているのでしょうか。

○満留税務課長 全体の施策の目標が書いてご

ざいますので、そこを目標にということで御理

解されてしまっているというところであろうと

思います。大変申し訳ありません。

これを事業として配分するために、ほかに適

当な項目がなかったことから、ここに入ってし

まっておりまして、確かに表記が分かりづらい

ところがございます。次の取組をするときには、

そこをしっかりと記載させていただきたいと

思っております。

○井上委員 はい、分かりました。整理して書

いていただくといいのかなと思います。

では、次に70ページの市町村課なんですけれ

ども、県・市町村連携推進事業は大変重要で、

ここは県が目指すべき、大きく取り上げるべき

内容の一つだと思っているんですよね。

市町村の相互補完や拠点となる都市と周辺市

町村との広域的な役割分担による持続可能な地

域圏が形成されるということで、これは総合政

策部からも図式で示されるような形で説明があ

り、私も理解しています。これは本当に具体的

にやっていかないといけないし、成果をきちん

とつかんでおかなければいけない内容だと私は

思うんですね。

しかし、その割には予算額が非常に小さい。

予算額が小さいのに、やろうとしていることは

大きい。これを県がどんなふうに今後考えてい

くのかという姿勢を示さなければならない内容

だと私は思っています。ここは非常に重要なと

ころだと思うんですね。市町村の合併をしなさ

いと言っているわけではない。

周辺市町村との広域的な役割分担をどうお互

いの中で理解していくのかをきちんとしてビ

ジョンを示さなければ、やっぱりこれは具体的

に効果が出てこないのではないかと思うんです

ね。

その中で、知事が市町村長との意見交換をす

る、それから市町村の職員と知事が意見交換す

る、それから市町村サポート事業とかは、実際

にこれから特にやらなければならない内容に

なっていると思うんだけれども、なぜこんなに

予算額が小さいのでしょうか。

ただ集まって、お茶出して、何かちょっとそ

うすればいいと考えているのか、ここに県の姿

勢が表れているような気がします。私としては、

教育、医療、農業とか、これから何か地域ごと

の役割を持ってやっていかなければいけないの

に、その割には市町村長との意見交換を形式的

に知事が１回だけしかやらないとか、市町村と

の意見交換をあまりにも小さくしていくという

ことについては、これは誤解を生む可能性があ

るんじゃないかなと思います。

これについては、部長に答えていただきたい

んだけれども、最終的にどう考えていくのか、

どう仕上げていくのかを聞かせてもらいたい。

○渡辺総務部長 本当に大事な御指摘だと思っ

ております。事業として、この県・市町村連携

推進事業をどういうふうに磨いたり、今おっしゃ

る趣旨で充実させていくのかというのは、また

検討させていただきたいんですけれども、県と

市町村の連携を形式的なものじゃなくて、実質

的にやらないといけないということは、あらゆ

る分野で大事であります。

でも、逆に言うと、あらゆる分野で大事であ
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るし、あらゆる分野で、もう既にやっていると

思いがちになってはいるんですけれども、案件

があるときに、職員一人一人がその都度、市町

村の立場に立ったりといった今の御指摘の視点

を持つことが大事なんじゃないかなと思います。

例えば直近であった台風でいえば、各縦ライ

ンでは本当に一生懸命やっているんですよ。県

土整備部は県土整備部で市町村に寄り添って、

農政水産部は農業者に寄り添って、危機管理局

は危機管理局でやっているんですけれども、一

つの市町村とか被災者の立場になると、何かボ

ールが間に落ちてどうなるのかというのが、特

にすとんと落ちているところがあります。

例えば、孤立問題なんですけれども、危機管

理部局と総務部とかで間に立って、ここはどこ

にも縦に落ちていないから、市町村のトップと

よく情報共有して、じゃここはこの部でやれと

振ったりとか、今回、そういうことをやったケ

ースもありました。

今のお話というのは、そういう今やっている、

連携しているからいいよねと、まず思わないよ

うにするということですとか、でも、そうやっ

て結局、事案が起きたりするときに、その意識

を持って、具体的に何かしないといけないとい

うこと─そういう取組をやっていく中で、今

やっている県・市町村連携推進がその大きな器

の中で、そういう観点から来年度ここを工夫し

ていこうということがもし見つかれば、また何

か検討させていただきたいと思います。

○井上委員 私どもは県議会議員なので、県の

政策の組立てが出来上がって、その政策が具現

化することを願っているわけですよね。そして、

それが全市町村にきちんと伝わっていくという

ことがとても大事だと思うのね。それを誰が、

どんなふうに伝えていくのかということはとて

も大事なことで、だから少なくとも宮崎県がや

ろうとしている政策を私は納得しているからこ

そ認定しているわけよね。

だから、せっかく決めた政策を具現化してい

くのに、市町村の力を借りなければいけないに

もかかわらず、市町村にその施策の予算も含め

てやっていただく、そして市町村の人たちから

力を貸してもらったり、そこに住んでいる人た

ちの力を借りるかということも含めて、メッセ

ージ性がきちんとないと政策は具体化していか

ない。特に、宮崎市は中核市だからといって、

自分たちのところだけやればいいというわけで

はないのね。

今度災害も起きましたけれども、北川町、北

浦町、北方町なんかは、三北だけでどうしてい

くのかとか、それだけじゃ駄目なのね。延岡市

はどういう役割を果たすのかということとかを

やっぱり考えていかなければ、今後持続可能な

地域として残っていくのかというのが、知事の

言われる宮崎県の再生の一つの中にどう具現化

されていくのかというのが、私は、今回議会で

知事の答弁を聞いていて、どう示されるのかな

と思ったところでした。

部長もちゃんと受け止めていらっしゃるよう

なので、今後、これについては本当にしっかり

と考えて、組み立てていかないと、宮崎県の運

営はなかなか難しいのかなと思いますので、やっ

ていただきたいと思います。

○日高主査 この知事と市町村との意見交換会

に予算が要るのかなと、逆に思うんですよね。

こんなのはゼロ予算で率先してやればいいよう

な気がするんですけれども、公務だからかかる

のか、政務だからかからないとか、意見交換会

はふだんの取組としか思えないんですが、いか

がでしょうか。
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○児玉市町村課長 この予算は知事と市町村長

との意見交換会の会場費です。あと、市町村職

員との意見交換会についても会場費です。

ここで県と市町村が何でも言えるホットライ

ンを築いた上で、ほかの事業の中で、具体的に

予算として実行されていきます。

具体的に言いますと、この市町村サポートチ

ームというので１か所、10団体ということで、

昨年度事業をしているんですけれども、これは、

その中の一つが西臼杵の３町で、病院の経営統

合についてのいろんな意見交換といいますか、

勉強会をしたいということでやっております。

それが今、実際に動いておりまして、福祉保

健部で予算も動きながら進めておりますので、

ここがまず一つのキックオフというか、予算は

小さいんですけれども、ここからスタートして、

各県庁部局、庁内に事業として、大きな予算を

かけて県と市町村との連携事業が進んでいくと

いう御理解をいただければと思います。

○日高主査 今、どこの役場もきれいになって

きていますから、どこか大きい役場に集まれば

十分できる話です。会場使用料、借り上げ料と

いうのは、そこの段階で民間と行政の何か感覚

の違いを感じるんですよ。

だから、ふだんの取組でやるような形で工夫

してやることも重要ですし、また後から懇親会

がもしあるとするならば、場所を移動するなり

すればいいのかなと思っていますので、工夫し

てやっていただければと思います。

○児玉市町村課長 工夫したいと思います。

ほかにここには記載がないんですけれども、

円卓トークという、各地区ごとに市町村長と知

事が意見交換を行う事業も取り組んでおります。

昨年度は、コロナの関係で実施できなかったん

ですけれども、今年度は実施する予定となって

おりますので、そこについては各地域に知事が

出向いて、首長と意見交換を行うということに

なっております。

○井上委員 予算の関係のことは、主査の御意

見を聞いて、ああ、そうかと思いましたので、

それを参考にしてください。

次に危機管理課について、先ほど日髙副主査

がおっしゃった御意見は、私もすごく注目して

いるところで、そういう計画でやっていくとい

うことなので、すごく期待したいと思うんです

よね。

その計画こそ、今後やっていくのに大事だと

思うんですよ。高速道路の近くのところはどう

していくのかとか、先ほども言われたように、

どうやって運ぶか、何を備蓄していくのか、ど

うしていくのかということが、地域づくりをし

ていくときに、防災の地域割りみたいなのがき

ちんと決まっていく可能性があるので、だから

そこをしっかりと考えていただくといいと思い

ます。その調査した内容がどのような結果で、

それをどう分析していくのか。

今、地域には単なる防災拠点みたいなところ

がありますよね。ああいうことも含めてですけ

れども、備蓄のありようと、地域の中にある防

災の拠点になっている部分との連携とか、いろ

んな意味で、みんなが災害で集まっていくとこ

ろはどこなのか、避難場所ってどこなのかとい

うこととかを考えていくと、地域の足りない部

分というか、防災で一つの地域を広域的に考え

ていける大きな力にもなるんじゃないかなと思

うんです。

その分析とかはどんな形でやっていこうとさ

れているのでしょうか。

○松野危機管理局長 非常に大事な視点だと思

います。今回整備するのは、まずは災害発生３
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日間で県が備蓄すべきものを保管する場所です。

それと４日目以降、物資を出した後に国から大

量のプッシュ型支援物資が届いたものを受け入

れて、また市町村に出すということで整備を考

えています。

確かに市町村の防災拠点との連携も非常に重

要だと思いますので、県が市町村の物資拠点に

置いて、市町村がそこから各避難所に運ぶとい

う考え方なんですけれども、十分連携して、効

率的に物資の配送ができるように考えたいと思

います。運ぶのもトラック協会とかに委託しな

がらとなるんですけれども、いろんな視点も含

めて、地域の防災力の向上につながるような取

組にしていけたらと考えております。

○井上委員 これにプラスアルファしていけば、

給油所の被災や燃料不足に備えて、どう電源を

確保していくのかとか、いろんな考えなければ

ならない内容というのがあるわけです。先ほど

もおっしゃったように、車中泊じゃないと、し

ようがない場合があるんです。

私の主人は要介護度４なので、とてもじゃな

いけれども避難所には行けません。だから、単

なる車中泊が増えるんじゃなくて、必要に迫ら

れて車中泊しか無理だというところが出てくる

わけですね。その場合の電源、いわゆるエネル

ギーの取り方はどうしていくのかとかを一緒に

考えられる状況をつくっていただきたい。これ

は期待していますので、十分な議論をしていた

だくようにお願いしておきたいと思います。

次に、消防団の考え方について、有岡委員が

言われたようなことを私も発言したいなと思っ

ていたんですけれども、消防団員についての考

え方をもう少し整理していかないと、本当に応

募していただけるものなのか。

私は、宮崎市の出身なんですけれども、一度

も経験がなくて本当に申し訳ないと思うんです

が、ここはちょっと考えていく必要があります

し、有岡委員からも出ていましたけれども、防

災士についてはもっと広く人材を確保できる内

容でもあると思うので、入り口としての防災士

のありようは考えていく必要があると思います。

その人たちのお力を借りる方法はないのかとか、

工夫して人を集めることについて、今後考えて

いかないといけません。

御意見を聞いていて、私のような古い人間と

今どきの人たちとで、消防団のイメージが一緒

なのかがよくわからないので、ぜひここは一工

夫、二工夫必要なんじゃないでしょうかね。

１万3,671人が頑張っていただいているという

のはすごくうれしいことですが、その人たちが

減っていくことだけを憂いているより、何かも

う少し消防団についての考え方というのを変え

ていかないと。

山間地の方だと、農業をしていらっしゃる方

がそのまんま消防団で支えておられるというこ

とになっているので、消防団についての考え方、

そしてもし補助金を出せるのなら、それは何の

ために補助金を出せるのかとか、財政的確保が

どうやったらできるのかとか、そういう裏づけ

をしてあげないとなかなか難しいのかなと常々

議会での質問と答弁を聞いていて考えるんです

けれども、どうでしょうか。

○寺田消防保安課長 消防団の募集活動は、基

本的に消防団員が役場に行ったりとか、適齢の

人のところに行って募集するということでこれ

まで行われておりました。今年度300人ぐらい

減っているわけですけれども、それはそういっ

た活動がコロナ禍でできなかったというのがあ

ります。

井上委員の御指摘のとおり、そういったこれ
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までと同じようなやり方では、なかなか消防団

員の確保は難しいと思います。今の御指摘を踏

まえて、今後も取組んでまいりたいと思います。

○有岡委員 税務課長に決算特別委員会資料の

７ページの中からお尋ねしたいと思いますが、

不納欠損額が１億1,700万円ということで、努力

していらっしゃる数字だと理解しております。

ただ、現年度分は66万円という数字が出ていま

して、現年度分を不納欠損するパターンが理解

できなかったので説明をお願いいたします。

○満留税務課長 現年度分の不納欠損について

は、例えば会社が倒産して、清算が決了して、

財産も全てない、法人もなくなったと場合には、

現年度であっても欠損するという形を取ってお

ります。

○有岡委員 では、そういった倒産という事例

があって、そのときに判断して、今でも、即こ

ういった不納欠損をやっていると理解してよろ

しいんですね。

○満留税務課長 はい。先ほど説明したような

事例がある場合には、納めていただける見込み

がないということになりますので、執行停止し

た上で、即不納欠損という取扱いをしておりま

す。

○有岡委員 分かりました。この不納欠損も頑

張っていらっしゃると理解しておりますので、

よろしくお願いしたいと思います。

もう一点、宮崎県歳入歳出決算審査意見書の54

ページの２基金が廃止になりまして、35基金に

なるということになっております。

高千穂線鉄道施設整理基金が廃止になって、

この現金が最終的にどういう動きをしていくの

か。東京オリンピック関係もありますが、この

２つの基金が廃止になって現金がどのように処

理されるのかを教えていただければと思います。

○高妻財政課長 基本的には所管課がそれぞれ

ございまして、今のお尋ねでありますと、総合

政策課が主に担当しておりますので、そちらで

この残額をどのように処理するかという対応を

考えていただきながら、財政課と協議して詰め

ていくことになります。

そして、本当に不用ということになれば、一

度県の一般会計に受け入れさせていただいて、

歳入歳出予算に計上させていただき、別の基金、

例えば財政調整積立金とかに戻していくという

ことになろうかと思います。

いずれにしても、今後どのような需要がある

かどうか、まず原課でよく考えていただくこと

が大事だと考えております。

○有岡委員 ありがとうございました。総合政

策課にお尋ねして、また勉強したいと思います。

○寺田消防保安課長 先ほど日高副主査の質問

で、令和２年度から令和３年度の消防団員の差

を150名程度とお答えしましたが、正確には192

名の減でした。

○日高主査 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって総務部を

終了いたします。執行部の皆様、お疲れさまで

した。

暫時休憩いたします。

午後３時１分休憩

午後３時３分再開

○日高主査 分科会を再開をいたします。

それでは、明日の分科会は午前10時に再開し、

総合政策部の審査から行うことといたします。

そのほか何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 何もないようですので、以上をもっ
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て本日の分科会を終了いたします。委員の皆様、

お疲れさまでした。

午後３時３分散会
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午前９時59分再開

出席委員（７人）

主 査 日 高 博 之

副 主 査 日 髙 利 夫

委 員 星 原 透

委 員 外 山 衛

委 員 太 田 清 海

委 員 井 上 紀代子

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 吉 村 達 也

総合政策部次長
川 北 正 文

（政策推進担当）

総合政策部次長
殿 所 大 明

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 津 田 君 彦

広域連携推進室長 池 田 幸 優

秘 書 広 報 課 長 長 友 修 一

広 報 戦 略 室 長 鬼 塚 保 行

統 計 調 査 課 長 小 園 浩 孝

総 合 交 通 課 長 佐 野 晃 浩

中山間･地域政策課長 湯 地 正 仁

産 業 政 策 課 長 大 野 正 幸

デジタル推進課長 甲 斐 慎一郎

生 活 ・ 協 働 ・
牛ノ濱 和 秀

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 川 越 直 海

みやざき文化振興課長 德 山 久 明

人権同和対策課長 壱 岐 秀 彦

国 ス ポ ･ 障 ス ポ 準 備 課 長 塩 田 康 一

会計管理局

会 計 管 理 者 兼
矢 野 慶 子

会 計 管 理 局 長

会計管理局次長 藤 井 博 文

会 計 課 長 吉 元 克 哉

物品管理調達課長 堅 田 浩 明

人事委員会事務局

事 務 局 長 日 高 幹 夫

総 務 課 長 黒 岩 賢 二

職 員 課 長 森 山 紀 子

監査事務局

事 務 局 長 髙 山 智 弘

監 査 第 一 課 長 山 崎 博 信

監 査 第 二 課 長 後 藤 正 司

議会事務局

事 務 局 長 渡久山 武 志

事 務 局 次 長 坂 元 修 一

総 務 課 長 濱 﨑 俊 一

議 事 課 長 鬼 川 真 治

政 策 調 査 課 長 伊 豆 雅 広

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 牛ノ濵 晋 也

総 務 課 主 事 大 島 采 香

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算について、部長の

説明を求めます。

令和４年９月29日(木)



- 26 -

令和４年９月29日(木)

○松浦総合政策部長 総合政策部でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。

まず初めに、台風第14号についてであります。

被害を受けられました県民の皆様方のお見舞

いを、心から、申し上げます。

この台風の影響によりまして、ＪＲ吉都線に

ついては全線が、日南線につきましては南郷－

志布志間が運休となりました。このことを受け

まして、今週、宮崎県鉄道整備促進期成同盟会

として、ＪＲ九州に対しまして早期の復旧等に

ついて要望したところであります。県議会から

は、中野議長、二見副議長のほか、外山議員を

はじめ沿線の議員の皆様方に御出席を賜りまし

て、誠にありがとうございました。

吉都線につきましては10月上旬に復旧予定と

いうことでありますけれども、日南線につきま

しては工事が難しいということで、具体的な日

程は示されていないところであります。現在は、

ＪＲ九州がバスによる代替輸送を行っておりま

すので、当面の対応はできておりますけれども、

県といたしましては、速やかな復旧をＪＲ九州

に対して要望してまいりたいと思っておりま

す。引き続き、皆様方の御理解、御協力をお願

いいたします。

それでは、令和３年度の決算につきまして、

概略を御説明させていただきます。

お手元の決算特別委員会資料の１ページを御

覧ください。

これは、総合政策部の事業・取組を、県の総

合計画の体系表に基づいて整理したものでござ

います。施策の柱に沿って、概略を御説明させ

ていただきます。

まず、１ページは、人づくりであります。

教育を支える体制や環境の整備・充実であり

ます。大学を中心とする産業人財育成の取組を

行ったほか、私立高校生等を持つ世帯の負担軽

減を図りますとともに、学校教育環境への支援

を行ったところであります。

次の、文化の振興であります。コロナ禍の中、

宮崎国際音楽祭など、感染防止対策を講じつつ、

県民が文化に親しむことができる機会の提供に

努めたところであります。特に国文祭・芸文祭

につきましては、令和３年７月３日から10月17

日までの期間中、県内各地で110の事業が実施

され、宮崎県の文化を発信するとともに、県民

が改めてその魅力を再認識する機会になったの

ではないかと考えております。

次の、スポーツの推進であります。令和９年

に開催されます国スポ・障スポの準備を進める

とともに、県有主要スポーツ施設の整備に取り

組んだところであります。

次の、男女共同参画社会の推進であります。

男女共同参画センターにおける講座や、女性活

躍のための講演会を実施したところでありま

す。また、性暴力被害者支援センター「さぽー

とねっと宮崎」におきまして、相談やカウンセ

リング等の支援を行ったところであります。

次の、ＮＰＯや企業、ボランティア等多様な

主体による社会貢献活動の促進であります。Ｎ

ＰＯや企業など多様な主体が協働して行う提案

公募型事業の実施や、ＮＰＯ・協働支援センタ

ーにおきまして研修等を実施したところであり

ます。

次の、人権意識の高揚と差別意識の解消であ

ります。大学やスポーツ組織等と連携しまして、

様々な啓発事業を行いましたほか、県民が主体

的に研修に取り組むためのリーダーの育成に取

り組んだところであります。
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２ページを御覧ください。

くらしづくりであります。

安心で快適な生活環境の確保でありますが、

消費生活センターにおきまして、相談員による

助言やあっせん等によりまして、消費者被害の

防止や問題解決の支援に努めたところでありま

す。

次の、地域交通の確保であります。コロナ禍

におきましてもバス路線を維持・確保するた

め、運行維持支援や、交通事業者に対する資金

繰り支援、交通需要回復のための利用促進の取

組に対する補助等を行ったところであります。

次の、ＩＣＴの利活用及び情報通信基盤の充

実であります。マイナンバーカードの普及を図

るため、利便性や安全性に関する広報や、市町

村と連携した街頭啓発等を行ったほか、行政手

続のオンライン化や庁内のテレワーク環境の充

実など、働き方改革や業務効率化の取組を進め

たところであります。

次の、持続可能な中山間地域づくりでありま

す。地域課題について話し合う住民参加のワー

クショップや、課題解決に取り組む地域の支援

を行ったほか、中山間地域の医療機関と都市部

の医療機関の看護師の相互交流による研修機会

の拡充を図ったところであります。

次の、連携・絆の構築による魅力ある地域づ

くりであります。本県への移住を促進するため、

宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンターにおき

まして、相談や情報提供等を行うとともに、市

町村の取組の支援や本県の魅力の発信等を行っ

たところであります。

次の、安全で安心なまちづくりであります。

学校や保育所等へのアドバイザー派遣等により

まして、犯罪のない安全で安心なまちづくりの

推進に努めたところであります。

次の、交通安全対策の推進であります。メディ

アやＳＮＳ等を通じまして、交通安全思想の普

及・啓発に取り組むとともに、高齢者の交通事

故を防止する観点から、制限運転の取組を行う

市町村の支援を行ったところであります。

３ページを御覧ください。

産業づくりであります。

産業間・産学金労官連携による新事業・新産

業の展開であります。フードビジネス相談ステ

ーションの運営や、クラウドファンディングを

活用したＰＲ、ひなたＭＢＡによる人材育成な

どの取組を行ったところであります。

次の、商業・サービス業の振興であります。

デジタルトランスフォーメーションやデジタル

化の理解促進のためのセミナーや、デジタル技

術の活用事例創出のため、先端ＩＣＴを活用し

た製造業の生産性向上の取組支援等を行ったと

ころであります。

次の、観光の振興であります。みやざきの神

楽や神話などの魅力を県内外に発信するととも

に、神楽サポーター制度など、地域における神

楽の継承の取組を支援したところであります。

次の、県境を越えた交流・連携の推進であり

ます。全国知事会や九州地方知事会等を通じま

して、国への提案要望等を行ったところであり

ます。また、大分県と連携しまして、祖母・傾

・大崩ユネスコエコパークの認知度向上を図っ

たところであります。

次の、地域や企業を支える産業人財の育成・

確保であります。若者の県内定着を促進するた

め、県内企業と連携し奨学金の返還支援に取り

組むとともに、若手社員を対象とした交流の場

づくりや、ＩＴ人材の育成・就職支援などに努
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めたところであります。

次の、交通・物流ネットワークの整備・充実

であります。県内鉄道の利便性向上や路線維持

のため、関係団体と連携しまして要望活動を行

いますとともに、利用促進のための支援を行っ

たところであります。また、物流効率化のため、

トラックによる陸上輸送から海上または鉄道輸

送にシフトした貨物に対し支援を行いましたほ

か、長距離フェリー航路の利用促進の取組など

への支援を行ったところであります。さらに、

航空につきましても、利用促進の取組等に対し

て支援したところであります。

次の４ページを御覧ください。

その他であります。

重要施策の総合企画と総合調整であります。

総合計画長期ビジョンの改定に向けた検討を

行ったところであります。また、１年延期とな

りました東京オリンピック聖火リレー等につき

まして、感染防止対策を講じた上で実施したと

ころであります。このほか、コロナ対策として、

郵送または来店型のＰＣＲ検査の支援を行った

ところであります。

次の、県民目線による行政サービスの向上で

あります。県政情報の積極的な発信を行います

とともに、知事とのふれあいフォーラムなど、

対話と協働による県政の推進を図ったところで

あります。

最後に、各種統計調査の実施であります。経

済センサス活動調査など各種調査を実施すると

ともに、統計グラフコンクールなど、統計の普

及啓発を図ったところであります。

５ページを御覧ください。

令和３年度の総合政策部の決算であります。

この表の一番下のところ、総合政策部合計の

欄を御覧ください。予算額は205億6,954万5,000

円、支出済額が191億9,348万5,106円。翌年度

の繰越額─これは明許でありますけれども

─５億9,299万4,000円となりまして、不用額

は７億8,306万5,894円であります。執行率

は93.3％、翌年度繰越額を含めた執行率が96.2

％となっております。

このほか、監査における指摘事項等につきま

して特に報告すべき事項はありません。また、

令和３年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書にお

きまして、１件、留意事項がありました。

各課ごとの詳細につきましては、それぞれ後

ほど担当課長が御説明いたします。

私からの説明は以上であります。よろしくお

願いいたします。

○日高主査 部長の概要説明が終了いたしまし

た。

これより、総合政策課、秘書広報課、統計調

査課、総合交通課、中山間・地域政策課、産業

政策課の審査を行います。令和３年度決算につ

いて、各課の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いします。

○津田総合政策課長 総合政策課の令和３年度

予算に係る決算状況について御説明いたしま

す。

お手元の令和３年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

総合政策課は、一般会計と開発事業特別資金

特別会計の２つの会計がございます。

まず、一般会計につきましては、表の一番上

の段、総合政策課のところでありますが、予算

額14億6,448万3,000円に対しまして、支出済

額12億2,506万4,554円、不用額は２億3,941
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万8,446円、執行率は83.7％となっております。

次に、開発事業特別資金特別会計であります。

表の下から２段目でありますが、予算額2,638

万2,000円に対しまして、支出済額2,592万6,895

円、不用額は45万5,105円、執行率は98.3％と

なっております。

次に、６ページを御覧ください。

当課の決算事項別の明細は、６ページから８

ページに記載しております。このうち、目の不

用額が100万円以上のもの、または執行率90％

未満のものについて御説明いたします。

６ページの上から３行目の（目）企画総務費

の不用額1,094万9,271円であります。この不用

額の主なものは、中ほどの旅費や需用費、使用

料及び賃借料であり、当課及び県外３事務所に

おいて、新型コロナ感染症拡大の影響により、

オンラインで対応したものや出張中止によるも

ののほか、経費削減を行ったことなどによるも

のであります。

次に、７ページをお開きください。

上から２行目の（目）計画調査費の不用額２

億2,846万9,175円であります。この不用額の主

なものは、中ほどの委託料であり、中でも、昨

年度５月補正でお願いいたしました県境往来者

ＰＣＲ検査支援事業でございます。この事業は、

県外を往来する県民等を対象に、ＰＣＲ検査を

無料または低額で受検できるよう支援したもの

でありますが、コロナの感染者数が一時的に減

少し検査受検者が想定を下回ったことや、ＰＣ

Ｒ検査体制が全国的に普及したことなどから、

実績額が所要見込額を下回ったものによるもの

であります。

次に、特別会計の歳入決算について御説明い

たします。

資料を替えていただきまして、令和３年度宮

崎県歳入歳出決算書を御覧ください。

前のほうが一般会計で、後ろのほうが特別会

計となっております。特別会計の10ページ目を

お開きください。

開発事業特別資金特別会計であります。

上の表が歳入であります。

歳入の表の一番下、歳入合計ですが、調定額

が2,638万1,330円に対しまして、同額が収入済

みであり、収入未済額はゼロ円となっておりま

す。

特別会計の歳入決算は以上でございます。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の11

ページをお開きください。

まず、産業づくりであります。

（２）県境を越えた交流・連携の推進といた

しまして、総合企画調整でありますが、全国知

事会や九州地方知事会において国への提言等を

行ったものであり、施策の成果等にありますと

おり、知事が委員長を務める全国知事会地方税

財政常任委員会において、国の地方財政対策や

税制改正等に地方の意見の反映を図るなど、重

要な役割を果たしたところであります。

次に、12ページをお開きください。

その他といたしまして、（１）重要施策の総

合企画と総合調整であります。

総合計画等推進では、政策評価や次期総合計

画策定に係る審議会の開催、県民意識調査、連

携協定を締結している川崎市との交流事業など

の取組を実施したところです。

次に、地産地消県民運動促進では、ショッピ

ングセンター等５か所での企画展の開催や、「ジ
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モ・ミヤ・ラブ」のキャッチフレーズを活用し

た地産地消の推進、ホームページ等での情報発

信を行ったところであります。

次に、東京2020オリンピック聖火リレー等実

施では、１年延期されました聖火リレー及びパ

ラリンピック聖火フェスティバルについて、感

染防止対策を徹底しながら実施したところであ

ります。

次に、デジタルマーケティング推進では、イ

ンターネット上における本県の検索キーワード

分析を行い、ＳＮＳでの広告発信効果検証等を

行ったものであります。

次の、持続可能な県づくり推進調査では、ポ

ストコロナを見据えた持続可能な県づくりを効

果的に推進するため、県民生活や企業活動への

影響を的確に把握するための分野別調査や新型

コロナの影響を加味した将来予測シミュレー

ション調査を行い、県が取り組むべき課題等を

整理し、ウイズコロナ、ポストコロナに対応し

た事業構築及び各種計画の見直しを行ったとこ

ろであります。

13ページを御覧ください。

上から２つ目の県境往来者ＰＣＲ検査支援で

あります。これは、県外との間を往来する県民

等を対象にして、ＰＣＲ検査を無料または低額

で受検できるよう支援したところであります。

最後の水素エネルギー利活用促進モデルで

す。水素を活用した再生可能エネルギーの利用

を目指す「みやざき水素スマートコミュニティ

構想」を推進するため、イベントでの普及啓発

や、水素に関する先駆的な研究への支援により、

水素の利活用に向けた取組を行ったところであ

ります。なお、この事業は、開発事業特別資金

特別会計からの繰入金を財源としております。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

次に、令和３年度宮崎県決算審査意見書を御

説明いたします。

44ページをお開きください。

開発事業特別資金特別会計について、一番下

の意見・留意事項等に書いてございますとお

り、「資金の趣旨を踏まえ、将来を見据えた有

効活用が望まれる」との意見でございます。

現在、当資金は、九州電力からの株式配当を

原資に、新エネルギーの普及・促進等に必要な

事業に活用することとしており、毎年度、宮崎

県開発事業特別資金審議会にて審議いただいた

上で、活用事業を決定しているところでありま

す。

今後も審議会の意見等を踏まえながら、引き

続き、資金の有効活用に取り組んでまいります。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、特に報告すべき事項はございません。

○長友秘書広報課長 秘書広報課の令和３年度

予算に係る決算の状況について御説明いたしま

す。

決算特別委員会資料の５ページをお開きくだ

さい。

上から２段目の秘書広報課のところを御覧く

ださい。予算額５億3,690万7,000円に対しまし

て、支出済額５億3,117万8,336円、不用額572

万8,664円、執行率98.9％となっております。

次に、９ページをお願いいたします。

当課の決算事項別の明細は、９ページから10

ページとなっております。このうち、目の不用

額が100万円以上のもの、もしくは執行率が90

％未満のものについて御説明いたします。

９ページの上から３行目、（目）一般管理費
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でございます。不用額は480万2,732円でござい

ます。この不用額の主なものでございますが、

中ほどの行の旅費276万4,342円でございます。

これは、主に年度末にかけまして、新型コロナ

の影響によりまして、知事・副知事の県外出張

の実績が見込みより少なくなったことによる執

行残でございます。

次に、下から２行目の使用料及び賃借料102

万5,735円でございますが、これは、主に県民

栄誉賞受賞式の実施に伴う経費等の執行残でご

ざいます。

決算事項の説明は以上でございます。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の15ページを

お開きください。

その他（県政一般）の（２）県民目線による

行政サービスの向上であります。

表にありますとおり、まず広報活動につきま

しては、右側に記載しておりますとおり、印刷

広報事業により「県広報みやざき」を年６回発

行、新聞広報事業により県政のお知らせであり

ます「県政けいじばん」を年24回掲載、テレビ

・ラジオ放送事業により「おしえて！みやざき」

などの県政番組を放送したほか、県ホームペー

ジでの様々な情報発信を行ったところでござい

ます。

また、昨年度は、県ホームページ整備事業に

より、７年ぶりに県ホームページのリニューア

ルを行い、今年の３月から運用を開始しました

ほか、戦略的広報強化事業として、広報の専門

家と連携した職員向けの研修等を実施するな

ど、情報発信力の強化に取り組んだところでご

ざいます。

また、昨年７月より本県で開催されました国

文祭・芸文祭におきまして、新型コロナの影響

で会場に来場できない県民の皆様等に対して、

大会の映像をテレビ等で配信するなどにより、

文化・芸術に親しむ機会を提供したところでご

ざいます。

今後とも、広く県民の皆様にタイムリーで分

かりやすい情報提供を行い、県政への理解を深

めていただけるよう、積極的な広報活動を行っ

てまいりたいと考えております。

次の欄の広聴活動でございますが、まず、県

民との対話事業につきましては、新型コロナの

影響で事業の実施が困難である中、知事とのふ

れあいフォーラムを３回開催し、知事が県民の

皆様との意見交換を行うとともに、出前講座

を41回開催し、地域の方々からの希望に応じて、

県職員が各地に出向き、県が取り組む事業等の

説明を行いました。さらに、県民の声事業では、

専用のはがきや電話、メールなどで509件の御

意見をいただいたところでございます。

これらの取組によりまして、県民の皆様から

の様々な御意見を幅広く伺うよう努めたところ

であり、今後とも、対話と協働による県政の推

進を図ってまいりたいと考えております。

主要施策の成果の説明につきましては、以上

でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

○小園統計調査課長 お手元の令和３年度決算

特別委員会資料の５ページをお開きください。

統計調査課は、上から３段目でございます。

予算額２億8,649万5,000円に対しまして、支出

済額２億8,081万5,242円、不用額567万9,758円、

執行率は98.0％となっております。
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当課の決算事項別の明細は、11ページから13

ページに掲載しております。このうち、目の不

用額が100万円以上のもの、または執行率が90

％未満のものについて御説明いたします。

12ページをお願いいたします。

１行目の（目）委託統計費の不用額423万4,922

円でございます。

不用額の主なものといたしましては２行目の

報酬90万7,181円でございますが、これは、国

から委託された各種統計調査の調査員及び会計

年度任用職員に係る報酬が見込みを下回ったこ

とによる執行残でございます。

また、中ほどの旅費93万6,932円につきまし

ては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に

より、各種統計調査において、予定していた会

議や出張が中止となったことに伴う執行残でご

ざいます。

次に、13ページをお開きください。

１行目の（目）県統計費でございますが、執

行率が79.2％となっております。不用額の主な

ものといたしましては、中ほどの需用費18

万4,879円、その下の役務費20万4,617円でござ

いますが、これらは、県単独で実施している統

計調査や統計普及啓発事業等における事務費の

執行残でございます。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の17

ページをお開きください。

その他（県政一般）、（３）各種統計調査の実

施についてでございます。

下の表を御覧ください。

まず、県民共有・確かな統計基盤づくり推進

につきましては、統計グラフコンクールや親子

を対象とした統計グラフ教室、統計出前授業等

を行うことにより、統計の普及・啓発や統計教

育の推進に取り組んだところでございます。

次に、社会生活基本調査につきましては、社

会生活の実態を明らかにするために、県内132

の調査区から抽出した1,584世帯を対象に、令

和３年10月20日を調査日として実施したところ

であります。

次に、経済センサス活動調査につきましては、

全ての産業分野における事業所等の経済活動の

実態を明らかにするために、県内５万7,531事

業所を対象に、令和３年６月１日を調査日とし

て実施したところであります。

これら２つの調査結果につきましては、今後、

国から確定値が順次公表される予定であります

ので、本県関係分の統計資料を整備いたしまし

て、行政施策等の基礎資料として活用を図って

まいりたいと考えております。

主要施策の成果につきましては、以上でござ

います。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

○佐野総合交通課長 総合交通課の令和３年度

予算に係る決算状況等について御説明いたしま

す。

初めに、お手元の令和３年度決算特別委員会

資料の５ページをお開きください。

上から４段目、総合交通課の欄を御覧くださ

い。予算額22億7,580万円に対しまして、支出

済額が16億4,677万2,255円、翌年度繰越額が２

億7,360万円、不用額が３億5,542万7,745円と

なっており、執行率は72.4％であります。また、

翌年度繰越額を含めた執行率は84.4％でありま

す。
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当課の決算事項別の明細は、14ページから15

ページとなっております。このうち、目の執行

残が100万円以上のもの、執行率が90％未満の

ものについて御説明いたします。

15ページをお開きください。

（目）計画調査費につきまして、不用額が３

億5,539万7,384円であります。この不用額の主

な内容は、下から２行目の負担金・補助及び交

付金の３億4,402万8,938円であります。これは

主に、「みやざきの空」航空ネットワーク維持

・活性化事業や、みやざき公共交通需要回復プ

ロジェクト事業など、公共交通機関の県外・国

外との往来を伴う利用促進事業が、新型コロナ

感染症拡大の影響により、度重なるまん延防止

等重点措置の移動制限等がございまして、実施

困難となったことなどによるものでございま

す。

決算事項の説明は以上であります。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の19

ページをお開きください。

まず、くらしづくりの１の（２）地域交通の

確保についてであります。

表の上段にあります地方バス路線等運行維持

対策事業につきましては、バス事業者に対し、

国と協調して地域間幹線系統バス路線に係る運

行費等を補助するとともに、市町村に対し、廃

止後の代替バスである広域的バスの運行費を補

助するなど、地域の交通手段確保に取り組んだ

ところであります。

次に、持続可能な地域交通ネットワーク構築

のための総合対策事業につきましては、地域の

生活を支えるバス路線等の維持を図るため、市

町村が取り組むオンデマンド交通システムの導

入や、新型コロナの影響を受けた地域の交通事

業者への支援などに対して補助を行ったところ

であります。

また、公共交通事業者等特別利子補給事業に

つきましては、公共交通機関の安定した運行を

確保するため、新型コロナの影響により資金繰

りが悪化した公共交通事業者等に対し、借入金

の利子補給を行ったところであります。

次に、20ページをお開きください。

表の上段にあります、みやざき公共交通需要

回復プロジェクト事業及び下段にあります、公

共交通需要回復プロジェクト事業につきまして

は、新型コロナの影響で利用者が著しく減少し

ている公共交通機関について、旅行商品の造成

や各種クーポン等の配付、運賃割引キャンペー

ンなどの利用促進の取組に対して支援を行った

ところであります。

今後も、交通事業者や市町村等と連携しなが

ら、需要回復に向けた利用促進に取り組み、持

続可能な公共交通ネットワークの維持・充実を

図ってまいりたいと考えております。

次に、22ページをお開きください。

４の（２）交通・物流ネットワークの整備・

充実についてであります。

表の上段にあります地域鉄道活性化・利用促

進支援事業につきましては、ＪＲ日南線及び吉

都線の各利用促進団体等が実施するイベントや

ツアー、また日南線観光列車「海幸山幸」の平

日臨時運行を利用する団体等に対して支援を

行ったところであります。

今後とも、沿線自治体と一体となって、地域

鉄道の活性化や利用促進に取り組むとともに、

県議会や九州各県とも連携し、国やＪＲ九州に
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対しまして、鉄道の利便性向上や路線の維持を

求める要望活動等を継続的に行ってまいりま

す。

次に、広域物流網利用促進事業につきまして

は、県内の港や貨物駅への荷寄せを支援するこ

とで、トラック輸送から海上・鉄道輸送へのモ

ーダルシフトを促進するなど、本県広域物流網

の利用促進への取組を進めたところでありま

す。

次に、長距離フェリー旅客利用促進事業につ

きましては、新船就航に向けたテレビＣＭ等の

プロモーションや、進水式ツアーなど新船就航

にちなんだ旅行商品造成など、運航事業者が実

施する旅客利用促進の取組に対して支援を行い

ました。

次に、長距離フェリー下り荷確保支援事業に

つきましては、季節や曜日に応じた柔軟な運賃

割引や、ドライバーへの食事クーポン配付など、

運航事業者が実施する下り荷確保の取組に対し

て支援を行ったところであります。

次に、長距離旅客航路安定維持支援事業につ

きましては、新型コロナの影響による移動制限

によりまして旅客需要が落ち込んだ本県唯一の

長距離旅客航路の安定的な維持のため、長距離

フェリー航路の運航に必要な県有港湾施設使用

料について補助を行ったところであります。

23ページを御覧ください。

長距離物流網維持のための海上輸送安定運航

支援事業につきましては、コロナ禍における貨

物需要の落ち込みや、燃油高騰による運航費用

の増大が相まって厳しい経営状況にある海上輸

送の安定運航を確保し、船を使いやすい環境を

つくることで、トラック輸送を含めた本県の長

距離物流網全体を維持するための支援を行った

ところであります。

今後も、感染状況を見ながら利用促進に取り

組み、需要回復を図っていくとともに、10月に

は２隻目の新船が就航することから、新船の強

みを生かした利用促進や貨物確保に取り組み、

運航会社や関係機関と連携して、長期的かつ安

定的な航路維持を図ってまいります。

次に、「みやざきの空」航空ネットワーク維

持・活性化事業につきましては、新型コロナウ

イルス感染症の影響で減少した利用者数の回復

を図るため、航空会社が実施する路線ＰＲへの

支援や、宮崎空港における感染防止対策への支

援等を行ったところであります。

今後も、新型コロナの収束状況を見ながら、

国内線については航空需要の回復を図るため、

航空会社や関係機関と連携して利用促進に取り

組み、国際線については、運航再開に向けて航

空会社や関係機関との意見交換や情報収集等を

行ってまいります。

主要施策の成果の説明は、以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

○湯地中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課の令和３年度予算に係る決算状況等につい

て御説明いたします。

決算特別委員会資料の５ページをお願いいた

します。

上から５段目の中山間・地域政策課の欄でご

ざいます。予算額が７億9,141万1,000円に対し

まして、支出済額が７億2,830万6,366円、不用

額が6,310万4,634円となりまして、執行率

は92.0％となっております。

16ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は16ページから17ペ
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ージに記載しておりますが、このうち、執行残

が100万円以上のものについて御説明いたしま

す。

17ページをお開きください。

（目）計画調査費の不用額6,303万4,943円で

あります。この不用額の主なものについては、

まず、表の上から６行目の欄の旅費130万9,637

円であります。これは、新型コロナ感染拡大の

影響による県外出張の中止等に伴う執行残であ

ります。

次に、その３つ下の欄の委託料の1, 3 8 8

万4,390円であります。これは、新型コロナ感

染拡大の影響を受け、行事の中止や県内移動を

自粛したことにより、地方回帰関係人口創出・

拡大事業などにおいて事業内容の見直しが生じ

たことによるものであります。

次に、その３つ下の欄の負担金・補助及び交

付金の4,544万9,313円であります。これは主に、

わくわくひなた暮らし実現応援事業や「宮崎ひ

なた生活圏づくり」地域の絆ステップアップ事

業などの補助事業の主体であります市町村等に

おいて、事業費の確定等に伴う減額が生じたこ

となどによる執行残であります。

決算事項の説明は以上であります。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の25ページを

お願いいたします。

くらしづくりの１、安心して生活できる社会

の（４）持続可能な中山間地域づくりについて

であります。

まず、中山間地域経済循環促進事業でありま

す。この事業では、県産業振興機構内に設置し

た中山間地域産業振興センターにコーディネー

ターを配置し、地域資源を活用した新商品開発

に関する相談対応や、ＳＮＳを活用した販路開

拓などを学ぶセミナーを開催したところであり

ます。

次に、「宮崎ひなた生活圏づくり」地域の絆

ステップアップ事業であります。この事業では、

地域の将来推計人口等を記載した「ひなたまち

づくり応援シート」を活用し、えびの市、串間

市、川南町内の３地区でワークショップを開催

したほか、西都市、椎葉村の２地区において、

地域の移動手段確保や空き家を活用した拠点整

備といった地域課題解決への取組に係る経費を

補助しております。さらに、中山間地域振興に

関して助言を行う地域政策アドバイザーを派遣

するなど、宮崎ひなた生活圏づくりに係る地域

の取組を支援したところであります。

次に、外部人財活用による集落活動支援事業

であります。この事業は、中山間地域でボラン

ティア活動を行う中山間盛り上げ隊を組織し、

市町村や集落等からの依頼に応じて隊員を派遣

するものですが、新型コロナの影響による活動

停止期間があったため、合計９回、延べ81人の

派遣にとどまっております。

次に、中山間地域買物・物流支援事業であり

ます。この事業では、中山間地域における買物

弱者支援として、移動スーパー事業等に取り組

む事業者への補助を４件行っております。また、

将来に向けて新たな物流の方策を検討するた

め、西米良村において、ドローンを活用した物

流実証実験を実施したところであります。

26ページを御覧ください。

次に、中山間地域人財育成環境整備モデル事

業であります。この事業では、西米良村及び美

郷町の国保病院等と宮崎大学医学部附属病院の
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看護師の相互交流により、中山間地域の看護師

の研修機会の拡充を図ったところであります。

27ページを御覧ください。

（５）連携・絆の構築による魅力ある地域づ

くりについてであります。

まず、持続可能な地域づくり応援事業であり

ます。この事業は、住民と一体となった地域づ

くりを目指す市町村に対し支援を行うもので、

日南市のカツオ一本釣り漁業の保全・文化継承

への取組や都城市高崎町の農産加工センターに

おける新商品開発の取組など、令和元年度に採

択しました４市町に支援を行ったところであり

ます。

次に、宮崎県市町村間連携支援交付金交付事

業であります。この事業は、複数市町村が連携

して行う地域づくりの取組に対し支援を行うも

ので、都城市と三股町の移住・定住促進の取組

をはじめ、５市町が行う２件の連携に対して支

援を行ったところであります。

次に、未来へ駆ける市町村地域づくり総合支

援事業であります。この事業は、上記の２つの

事業の後継として令和２年度から採択を開始し

た事業で、市町村が単独または複数市町村と連

携して行う取組に対して支援を行うものです。

昨年度は、えびの市や都城市など環霧島地域

の広域連携による霧島ジオパークの推進活動や

延岡市島野浦での交流人口拡大に向けた取組な

ど16市町村の取組に支援を行ったところであり

ます。

次に、県・市町村人口問題対策連携事業であ

ります。この事業は、市町村がそれぞれの実情

に応じて実施する関係人口拡大等の人口減対策

に対し支援を行うもので、令和元年度と２年度

に採択した、宮崎市など12市町村の取組に支援

を行ったところであります。

次に、28ページを御覧ください。

宮崎ひなた暮らし移住・定住促進事業であり

ます。この事業は、本県への移住等の促進を図

るため、東京都、大阪府、福岡県、宮崎県に設

置した宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンター

を運営し、相談対応や情報発信を行うとともに、

移住者に対する市町村の受入れ体制充実の取組

に対して支援等を行うもので、昨年度は884世

帯の移住につながったところであります。

次に、わくわくひなた暮らし実現応援事業で

あります。この事業は、移住促進や地域の人材

確保を目的としまして、県外からの移住者を対

象に、市町村を通じて移住支援金を支給するも

ので、宮崎市ほか21市町村で186件を交付しま

した。

次に、中山間の魅力再発見！ひなた移住プロ

モーション事業であります。この事業は、中山

間地域への移住促進を図るため、都市部の方や

実際に移住された方の視点で、地域の魅力を掘

り起こし、全国の移住希望者へ情報発信を行う

もので、市町村担当者向けの研修会を実施した

ほか、オンラインセミナーや移住専門誌への記

事掲載、移住冊子の作成を行ったところであり

ます。

次に、移住者受入環境整備・情報発信強化事

業であります。この事業は、市町村における移

住者の受入れ環境の整備や移住促進に向けた情

報発信の取組を強化するもので、市町村の空き

家利活用の取組への支援に加え、空き家利活用

ハンドブックを作成し、所有者に対して啓発を

行ったほか、農業とサーフィンのように、仕事

と趣味をパッケージ化して紹介するパンフレッ

トを作成し、情報発信を行うとともに移住情報



- 37 -

令和４年９月29日(木)

サイトのリニューアルを行ったところでありま

す。

次に、地方回帰関係人口創出・拡大事業であ

ります。この事業は、本県ならではの魅力の発

信等を通じて、関係人口の創出・拡大を図るも

ので、サーフィン及びボルダリングのＶＲ映像

を作成し、県外在住者へのＰＲを行ったほか、

オンラインでのトークセッションや県内スポー

ツイベントにおける県外客向けＰＲを行ったと

ころであります。

29ページを御覧ください。

次に、ワーケーション受入体制構築事業であ

ります。この事業は、全国的に関心が高まりつ

つあるワーケーションの取組を本県で定着させ

るため、推進体制の構築等を図るもので、昨年10

月にみやざきワーケーション推進協議会を設立

し、宿泊事業者などの実務担当者を対象とした

研究会を開催したほか、県内のワーケーション

情報を一元的に管理するホームページを開設

し、広域的なモデルプランやＷｉ―Ｆｉ環境を

備えたワークスペース、アクティビティ、宿泊

施設などの情報発信を行ったところでありま

す。

次に、31ページを御覧ください。

産業づくりの３、活発な観光・交流による活

力ある社会の（２）県境を越えた交流・連携の

推進についてであります。

まず、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク活

動強化推進事業であります。この事業では、当

該ユネスコエコパークの登録地域の認知度向上

や誘客促進を図るため、本県、大分県、関係市

町で構成する協議会において、新聞・雑誌等を

活用した情報発信、案内標識や看板の設置・改

修、ＰＲグッズの作成など、登録地域における

価値や魅力について広く周知を図ったところで

あります。

次に、広域連携強化地域づくり推進事業であ

ります。この事業では、地域振興に係る新たな

広域連携の取組を支援するため、五ヶ瀬川流域

の市町や西諸地域など２地域でワーキンググル

ープを実施したほか、ジオパークや日本農業遺

産など、県内７つの地域資源ブランドの価値や

魅力を伝えるため、児童生徒向けの現地学習会

やホームページ、ＳＮＳ等を活用した情報発信

を行ったところであります。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

して、特に報告すべき事項はございません。

○大野産業政策課長 産業政策課の令和３年度

決算について御説明いたします。

委員会資料の５ページをお願いいたします。

上から６段目、産業政策課の欄でございます。

予算額11億5,779万9,000円に対して、支出済

額11億2,951万2,031円、不用額は2,828万6,969

円、執行率は97.6％となっております。

次に、18ページをお願いします。

当課の決算事項別の明細は18ページから19ペ

ージに掲載しております。このうち、目の不用

額が100万円以上のものを御説明いたします。

19ページをお願いします。

１行目の（目）計画調査費の不用額が2,821

万4,050円であります。主なものを説明いたし

ます。上から６行目の旅費101万8,674円につき

ましては、新型コロナの影響により、県外、海

外への出張ができなかったことによる執行残で

あります。

次に、その３つ下の委託料948万8,613円につ

きましては、これもコロナの影響により、研修
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会の一部が中止もしくはリモート開催に変更と

なったことから、委託経費の減額となったもの

であります。

その２つ下、負担金・補助及び交付金1,695

万7,459円につきましては、企業が正社員を雇

用した際に人件費の一部を補助する事業等にお

いて、雇用者が想定よりも少なかったことなど

の理由により、不用額が生じたものでございま

す。

続きまして、主要施策の成果について御説明

いたします。

主要施策の成果に関する報告書の33ページを

お願いいたします。

人づくりの（１）教育を支える体制や環境の

整備・充実であります。

主な事業である、大学を中心とした産業人財

育成拠点構築事業につきまして、産学金労官で

連携し、ビジネスプランコンテストの実施や学

生と企業の交流の場となるウイークリーワーク

カフェの開催、産業人材を育成する教育プログ

ラムの実施などにより、若者のチャレンジマイ

ンドの醸成や県内定着を促進する取組を行った

ところです。

34ページをお願いいたします。

産業づくりの（１）産業間・産学金労官連携

による新事業・新産業の展開であります。

まず、フードビジネス推進基盤強化について、

フードビジネスを支える県内事業者の育成・強

化を図るため、フードビジネス相談ステーショ

ンを設置し、商品開発や販路開拓に関する様々

な相談に対し、支援を行ったところです。

次に、みやざき食の魅力発信・販売促進につ

きましては、インターネット販売により県産品

を購入した人と生産者等をオンラインでつな

ぎ、宮崎の食を楽しむという体験型のイベント

を実施し、県産品の認知度向上に取り組んだと

ころであります。

次のフードビジネス産業基盤強化について

は、新型コロナに影響を受けた食品加工事業者

の製造ラインの機器導入などに対して補助を行

うものであります。この事業は、コロナ対策と

して令和２年度の補正予算で措置しましたが、

交付決定31社のうち11社について、コロナの影

響により部品の供給不足やサプライチェーンの

影響を受けまして、年度内の設備導入ができな

くなったことから、予算を繰り越して対応した

ものです。

１つ飛ばしまして、35ページのポストコロナ

を切り開く新たなフードビジネス支援を御覧く

ださい。この事業は、今説明しましたフードビ

ジネス産業基盤強化と同じ補助事業を令和３年

度予算においても措置したもので、令和３年度

予算において、31社の製造機器等の導入に対し

て支援を行っております。

34ページにお戻りいただきまして、一番下の

「ひなたの芽吹き」ビジネスシーズ発掘支援に

つきましては、新たな商品開発・販売を行う県

内企業に対する補助や、クラウドファンディン

グを活用した取組に対する伴走支援を行ったも

のであります。

35ページの２つ目の事業、地域の産業資源を

活用した新たな雇用の場創出につきましては、

地域の事業者の経営の多角化や業態転換を図る

ため、地域団体等が行うセミナーや専門家派遣

に係る経費について支援、補助を行ったもので

す。

次のみやざき地域活性化雇用創造プロジェク

ト推進につきましては、県内企業の経営力強化
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や人材育成を図るため、求人募集について学ぶ

セミナー、生産向上を図る研修会、産業人材育

成プログラムであるひなたＭＢＡの実施などに

取り組んだものであります。

37ページをお願いします。

（１）商業・サービス業の振興であります。

プラスデジタル推進につきましては、産業の

デジタル化を推進するため、ＤＸに関するセミ

ナーの開催、先端ＩＣＴ技術の実装支援、中高

生のＩＴスキル習得に対する支援、県内企業と

ＩＣＴ企業のマッチング支援等に取り組んだも

のであります。

次に、38ページをお願いします。

（１）地域や企業を支える産業人財の育成・

確保であります。

みやざき産業人財確保支援基金につきまして

は、若者の県内定着を促進し、宮崎県の将来を

担う産業人財を確保するため、県内企業と連携

し、当該企業に就職した若者に対する奨学金の

返還支援を行ったものであります。

次の若手社員の“絆”構築につきましては、

若者の県内定着を促進するため、県内企業の新

入社員などを対象に研修会を開催し、若手職員

の交流の場づくり、定着の促進に取り組んだと

ころです。

次の地域密着型ＩＴ人材育成につきまして

は、休職者や離職者等を対象として、基本的な

ＩＴ技術習得のための研修から県内企業への就

職のマッチングまでを一貫して支援する事業に

取り組んだところです。

次の先端ＩＣＴ人材育成につきましては、Ｉ

Ｔ技術に関して、延べ29回の連続講座を開催し、

人材育成に取り組んだところです。

昨年度の取組は以上でございます。

今年度は、コロナの影響等も踏まえ、開催方

法を工夫しながら取り組んでまいりたいと考え

ております。

主要施策の成果については以上でございま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべきことはございません。

○日高主査 説明が終了いたしました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○有岡委員 総合交通課の市町村が行うオンデ

マンド交通システムの導入支援について、１件

実績があるようですが、この成果と今後の見通

しについてお聞かせください。

○佐野総合交通課長 こちらの支援について

は、昨年度は都城市のシステム導入等について

支援させていただきました。定時のコミュニ

ティバス等ではなく、今、順次、オンデマンド

という形でほかの市町村等でもかなり前向きに

取り組んでいるところでございます。

今、利用者は高齢の方が多いんですけれども、

使い方を含めていろいろと普及させているとこ

ろでございますので、今後、間違いなく広がっ

ていくと考えております。

○有岡委員 地域によって格差がありますし、

こういうオンデマンドが適した場所と、それが

使えない地域もありますので、その地域差を理

解いただきながらまた御指導いただければあり

がたいと思っております。

次に、産業政策課の34ページにあります、「ひ

なたの芽吹き」ビジネスシーズ発掘支援のクラ

ウドファンディングに係る手数料等支援につい

て、具体的に６企業に支援されているというこ

とですが、内容とその成果がありましたらお聞

かせいただきたいと思います。
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○大野産業政策課長 まず、クラウドファン

ディングとか補助事業に対する説明会を県内で

開催しています。それで、38件の応募がありま

して、そのうち16社を審査で選定しています。

そのうちの上位８社については、107万円の補

助を出して支援する。その16社のうちの下位８

社については、クラウドファンディングにチャ

レンジする手数料の支援をしております。この

各社にコンサルティング会社─クラウドファ

ンディングをやっている会社が伴走支援して、

ストーリーであるとか背景であるとか、資金調

達に有効になるような支援をセットで行ってお

ります。

結果、下位の８社のうちの２社がクラウド

ファンディングにチャレンジしており、上位８

社のうちの４社が、自社の努力でクラウドファ

ンディングに挑戦して資金調達もできていると

いうところです。

○有岡委員 そういった成果が上がっていると

いうことで、また今後とも御指導いただければ

ありがたいと思っております。

もう一点、産業政策課の38ページのみやざき

産業人財確保支援基金で奨学金返還支援対象者

が64人と実績が上がっていますが、令和４年度

の当初予算額が若干下がっています。令和３年

度の実績と、今後こういった返還支援対象の希

望者は増えていくんじゃないかなと危惧したも

のですから、そこのマッチングについて教えて

いただきたいと思います。

○大野産業政策課長 支援対象者数ですけれど

も、予算上は40名で積算しています。ただ、実

際の申請段階では、補助金の申請額である借入

額の個人差がありますので、今のところは、申

請者に対して予算的には十分確保できていると

いう状況でございます。

○有岡委員 ぜひ宮崎県に残っていただくため

にも、この制度をしっかりＰＲしてもらって、

企業と行政が協力し合って取り組んでいただけ

ればありがたいと思います。

○太田委員 今の関連で、今回は64名が対象に

なったということですが、令和元年あたりにさ

かのぼると、その趨勢はどうなっていますか。

○大野産業政策課長 令和元年度が19名、令和

２年度が28名という実績になっております。こ

れは実際に支払った人数です。

○太田委員 ぐっと上がっているところもある

し、この制度として本当に活用されているなと

理解いたします。また、予算の設定の仕方につ

いては、言われたとおり個人差があるというこ

とですので了解いたしました。大いに活用され

るようになっていただきたいなと思います。

統計調査課なんですが、統計を取るというこ

とでいうと─これは決算には関係ないかもし

れませんけれども─その統計によって県の政

策をつくっていったり、国は国で統計を取って

政策をつくっていくわけですが、国の方で統計

に対しての信頼度が落ちるような事件もありま

した。

私は統計を一生懸命取っている人たち、特に

家庭を訪問したりする国勢調査なんかは、プラ

イバシーということでなかなか正確なものが取

り込めないけれども、その情報を一生懸命聞い

て国の政策に生かしていくということであれ

ば、統計に対する清潔感といいますか、きっち

りと捉えてそれを国民に戻すという精神は、統

計学上、大事なことだろうと思います。

宮崎県の場合、統計についてはぴしっとやっ

ておりますというところはぜひお伺いしたいも
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のですから、その辺の考え方なり決意なりでも

お聞かせください。

○小園統計調査課長 昨年12月に国土交通省の

建設工事受注の動態統計調査において、二重計

上ということで不適切な事案が発生しました。

それを受けまして、国のほうでも統計委員会と

いう組織の中で、総務大臣に対して建議という

形でこういう改善をしたらいいんじゃないかと

いうことが８月に出されたようです。

国としましても、公的統計というのは信頼確

保が一番といったところでやっていきたいと

なっています。本県におきましても、県独自の

ものもあるんですが、国から委託された統計調

査がかなりございますので、一つ一つの調査を

丁寧に市町村あるいは調査員、そういった方た

ちと連携したり指導したりしながら円滑な統計

調査を実施して、今後も引き続き県民に情報提

供していきたいと考えております。

○太田委員 分かりました。

今度は決算特別委員会資料の７ページで、億

単位で執行残が残ったと先ほど説明がありまし

た。７ページでは委託料の執行残が２億2,000

万円あり、これは県境往来者ＰＣＲ検査支援の

残ということでありましたが、これは５月に出

納閉鎖して決算した結果、こういう残りがあっ

たということであります。

決算上、補助金とかであったりすれば、国に

返還しないといけないという部分があるんです

か。それとも、一般財源で翌年度に繰越しする

ものとして見ていいんですかね。

○津田総合政策課長 この費用は全額、新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で

ございまして、ここで使わなければ当然別の用

途で使えるものでございます。

○太田委員 ということは、繰越しで完全に使

えると見ていいわけですね。同じように、15ペ

ージの総合交通課の負担金・補助及び交付金の

ところにも３億4,000万円ほどの残があります

が、同じような考え方でいいですかね。

○佐野総合交通課長 こちらにつきましても、

ほとんどの事業で新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金を使わせていただいてい

ますので、一応、年度精算といった形で令和２

年度から一部繰り越しているものもあるんです

けれども、基本的には先ほどの総合政策課と同

じでございます。

○太田委員 分かりました。

○星原委員 主要施策の成果に関する報告書

の12ページの総合政策課の一番下、持続可能な

県づくり推進調査ということで、分野別に観光、

輸出、移住、外国人、人口・産業全般と、それ

ぞれ調査を実施されたようなんですが、この外

国人とかというのは、どういう調査でどういう

形で生かそうとして、調査や専門家との意見交

換をされたのですか。

販路関係に弱いので、宮崎県産のものをいか

に外国に売ったり、いろんな傾向調査をされた

のかなと思うんですが、中身についてもう少し

詳しく教えていただけますか。

○津田総合政策課長 分野別調査を５種類やっ

ておりまして、一つが、私ども総合政策課でやっ

ている人口推計等の調査で、これは長期ビジョ

ン等に生かしております。

あとはそれぞれでやっており、中山間・地域

政策課では、ひなた暮らしフォローアップ調査

をやっております。

観光推進課では、宮崎県の観光のあり方に関

する調査ということで、産業でいきますと、産
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業進出のためのデータ分析調査─基本的には

アンケート調査といった形で行っております。

またオールみやざき営業課ですと、国際化に

関するアンケート調査をして、今後の国際交流

の在り方等の基礎資料とするという形で、それ

ぞれ各事業に対してアンケート調査や企業ヒア

リングといったことを行っております。

○星原委員 新規事業なので、令和３年度に初

めてこういう調査をされたのかなと思うんです

よね。そこでやっぱり観光なり、輸出なり、外

国人と書いてあるんで、やはりそういう分野、

どの国とか。

要するに韓国なのか、中国なのか、台湾なの

か、東南アジアのそれぞれの国々なのか。仮に

目的が輸出だとしたら、どういうところに宮崎

県産のどういったものを輸出できるかの調査な

のか。今現在あるものをどういうふうにして輸

出したらいいのかということを調査されたの

か。その辺の中身が分かるとありがたいです。

○津田総合政策課長 今の輸出の話でいきます

と、宮崎大学と随意契約をいたしまして、県内

企業の輸出の実態等に関する、要するに現在の

実態等に関する調査研究をやっております。

○星原委員 要は皆さん方がそうやっていろい

ろ調査する目的として何かがあったと思うんで

すよね。農政水産部からいろいろできるものと

か、環境森林部から出てくる宮崎県のいろんな

ものを輸出しようとか。そういう形になってく

ると、今後どの分野のものをどうやって宮崎県

の将来に向けてやっていくかということで多分

調査されているんだろうと思うんですよ。そう

すると令和３年度に調査されたことが、令和４

年度にどうやって政策の中に生かされてきてい

るのか。そういう目的があるんじゃないかなと

思っているので、それについて教えてください。

もう一点は、外国人と書いてありますが、こ

れは外国人なのか。私が言いたいのは、日本の

商社とか、いろんなところにいて外国で生活を

長くした人たちにいろんな意見を聞いたりして

宮崎県の方向性を決めようとしているのか。そ

の辺は本当に現地の人なのか、あるいは、日本

人で海外でいろいろ活躍された商社マンとか、

そういう人たちがこの中に入って─予算的

に3,300万円余組まれてやっているもんですか

ら、どういうお金の使い方がされているのかな

と思ったところです。その辺についてはどうな

んですか。

○津田総合政策課長 目的といたしましては、

ポストコロナを見据えた持続可能な県づくりを

効果的に推進するということで、各種それぞれ

長期計画もございますけれども、各部それぞれ

担当課において分野別計画もつくっておりま

す。そういったものに対しての参考とするため

というところでございます。

外国人につきましては、国際化に関するアン

ケート調査ということなので、多分、県内にい

る外国人へのアンケート調査ということでござ

います。

○星原委員 コロナ禍の中だったので、いろい

ろ調査するのにも難しいところもあったのかな

と思うんですが、やはりこういう調査をされて、

宮崎県のものを海外に輸出する、あるいは観光

客として宮崎県に─コロナ禍が外れてくる中

で、コロナ禍の中でいろんな考えというか意向

とか調査したことが、今年度は厳しいかもしれ

ないけれども、来年度以降に生かされる形にな

るのかなと思うんです。

これから宮崎県のものを海外に輸出するとす
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れば、ヨーロッパなのか、東南アジアなのか、

アメリカ方面なのかにもよるだろうと思うし、

輸出するにはどういったものが適しているの

か、宮崎県の持っているものがどういうものが

あるかというのもそうだし。そうなってくると、

私はやっぱり宮崎県出身の大手の商社マンあた

りで定年退職された人がいればそういう人たち

を呼んで、そういう人たちの経験とか、その国

の食文化でもほかのいろんな文化、あるいはス

ポーツでも何でもいいんですけれども、この国

々はこういうことに興味を持っているとか、そ

ういうものをちゃんと情報収集して、どういう

ふうに宮崎県として海外に向けてとか、観光で

呼ぶというときにはどのほうがいいのかという

のを研究するということを考えてもいいんじゃ

ないかなと、今この部分を見ながら思ったとこ

ろですが、そういう考えはないんですか。

○津田総合政策課長 まさしくおっしゃるとお

りでございまして、令和３年度は確かに難しい

部分がございましたが、今後はそういった海外

でそれぞれやっておられる方、本県にゆかりの

ある方等に委託してそういった情報収集等も

行っていくものもございますので、今は多分中

断していると思うんですが、今後は御指摘のと

おり、そういった海外での知見等もうまく活用

しながら、本県で何をやっていけばいいのかと

いうことを今後戦略的に考えていきたいと思っ

ております。

○星原委員 今コロナ禍でどこの都道府県も動

けない状況の中で、来年以降、そういう方向に

向けて調査されたことがぜひ生かされるように

していただきたいと思います。

次に、15ページの秘書広報課ですが、広聴活

動ということで県民と知事のふれあいフォーラ

ムとか出前講座とか県民の声事業ということで

取り組まれていることはいいことだと思います

が、これもどういう世代、職種とか年代とか男

性・女性とか、毎年変えながらやられているも

のなのか。全26市町村となると１年ではできな

いということで、同じようなことを３年ぐらい

かけて、１年に９か所ぐらいのような感じでさ

れているものなのか。

せっかく声を聴くのならば、やっぱり若い人

たちがどういう思いでいるのか、将来の宮崎県

について、どういうことをトップリーダーであ

る知事に望んでいるのかを聴く機会になってい

るのか。専門的なことで動いている分野の人た

ちだけを寄せてやっているのか。その辺はどう

いう形でこの広聴活動はされているのでしょう

か。

○鬼塚広報戦略室長 県民ふれあいフォーラム

のことだと思いますけれども、このフォーラム

につきましては２つのやり方でやっておりま

す。一つは、知事が市町村に出向いて住民の方

と幅広い意見交換を行う地域版です。もう一つ

は、県庁などで特定のテーマで意見交換を行う

分野版で、この２つで実施しております。

地域版の人選につきましては市町村でしてい

ただいています。その出席者につきましては、

例えば農協とか商工会、あと福祉団体、それと

若者─これは中高生とかも入ってきているん

ですけれども、そういった地域の振興に活躍さ

れている方を中心に参加していただいておりま

す。ですから、幅広い分野でいろんな意見を知

事が聴けるという場になっております。

男性・女性の区分につきましては、特に条件

として示しているものはないんですけれども、

最近は女性の方も非常に多く参加していただい
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ております。そういった中でこの事業について

は実施をしている状況でございます。

○星原委員 時間はどれぐらい設定しているの

でしょうか。１時間とか２時間なのか、半日な

のか分かりませんが、やはり話を聴くとすると、

ある程度時間を設定して、見えている人が一声

は発言したりできる場をつくっていかないとい

けないと思います。市町村から頼まれた人たち

が、こういう中身でとかなっているもんなのか

分かりませんが、やはり率直に、年代でも違う、

男性・女性でも違う、職種でも違う、そういう

もろもろの声をいかに吸い上げるかが非常に大

事かなと思っています。

我々議会も大学なんかに行ったり、高校に

行ったりしているんですが、知事が学生とのそ

ういう出前講座といったものも組み入れられて

いるのか、もう少し詳しく教えてください。

○鬼塚広報戦略室長 先ほどの県民フォーラム

の時間でございますが、１時間半かけて意見交

換しております。具体的には地域の実情、課題

に応じまして、３つテーマを設定しております。

一つは新型コロナの影響、それと人口減少の中

での課題、それと未来に残したいもの・変わっ

ていくもの、この３つについていろいろ意見を

聴いております。

出前講座につきましては、これは実は県の職

員が地域に出向いて、それぞれが取り組んでい

る事業とか取組を団体とかグループあるいは企

業に説明して意見交換していくという事業に

なっております。

○外山委員 佐野総合交通課長、このコロナ禍

において、補助あるいは利子補給とかいろんな

取組や、総合交通の会だとか、本当に大変だと

思います。ただ、まだ十分回復に至っていない

ので、来年度以降が心配されます。その辺のこ

とも十分に配慮いただきたいと思います。

その中で20ページにある公共交通需要回復プ

ロジェクトは、言葉にするといいんだけれども、

課題が大きくて一番大変な難しいことです。そ

の辺も大変ですけれども、取り組んでもらいた

いと思います。

次に、21ページの下から３行目に、交通需要

の回復と路線の維持・確保に向けた利用促進策

に取り組むとあります。もちろんこれはそのと

おりなんだけれども、またこれが一番難しい厄

介なことなんですよ。つまりは交通需要の見通

しは、人口減少も相まって、なかなか将来的に

厳しいのが現状ですよね。それと同時に、実は

事業者の人員確保も厳しいです。

だから、その辺のことをずっと相まって考え

たら、この交通の取組は非常に大変だと思いま

すけれども、この現状を十分理解していただい

た上で施策を進めてもらいたいと思います。

○佐野総合交通課長 ありがとうございます。

これは昨年度の決算になりますけれども、令和

２年に国のＧоＴоトラベルが停止した後、厳

しい状況にある公共交通の事業者の皆様に寄り

添って何とか利用促進ができないかなというと

ころで、あらゆるメニューを構築して取り組ん

でまいりました。ただ、御覧いただいておりま

すように、なかなかタイミング的に─まん延

防止等重点措置等で実績として挙げられるよう

なものではなかったかと思います。

ただ、私どもとしても、これが２年も続いて

おりますので、本当に事業者の皆さんは大きな

赤字を抱えながらというところでございますか

ら、今年度につきましても燃油対策等々だった

り、航空会社へはこういう利用促進ではなくて、
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一部費用の助成等もさせていただいているとこ

ろでございます。ようやく10月11日から全国旅

行支援ということで国も動き出しますし、そう

いったところと相まって、今年度につきまして

は10月以降にこの第７波の間に各航空会社等々

も利用促進事業を計画していますので、来月に

はまたスタートしていくと思います。

今の流れでいけばウイズコロナという形での

行動制限ということは、私どもはそうないだろ

うと思っていますので、難しい課題ではありま

すけれども、何とかＶ字回復していけるように

全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○井上委員 主要施策の成果に関する報告書

の13ページ、総合政策課の「ジモ・ミヤ・ラブ」

地産地消情報発信強化事業について教えていた

だきたいんですが、広い意味での地産地消とい

うことを言っておられて、やっぱり取組自体は

丁寧にやるべきもので今後も工夫しつつ続けて

いただきたいところです。ＳＮＳ広告とかも

入っているし、デジタルサイネージとかも本当

によくやっておられます。

だから、もっと効果をというか、内容的なこ

とであまり細かく言い過ぎるのもあれなのかも

しれないんですけれども、これについて現状と

してはどんなお考えですか。やっぱり次につな

げるということをぜひやっていただきたいんで

すけれども。

○津田総合政策課長 この事業は臨時交付金を

使った事業でございますが、中身といたしまし

ては今、委員がおっしゃられたとおり、テレビ

ＣＭですとかＳＮＳですとかサイネージを使っ

てやっております。

効果といたしましては、正直申し上げて明確

に効果が表れているかと言われれば、この13ペ

ージの一番下にありますとおり、地産地消を意

識し、できる範囲で利用している人の割合は

減ってきておりますので、我々もまだなかなか

伝わっていないなと思っております。おっしゃ

るとおり、今後も継続してやっていくことが必

要であろうと思っております。

事業といたしましては、別途12ページにござ

います地産地消県民運動促進という臨時交付金

を使った県単の事業もございます。おっしゃら

れるとおり、多分継続してやっていかないとな

かなか意識は浸透しないと思いますので、こう

いった形で今後とも継続していきたいと思って

おります。

○井上委員 やっぱり見ていただくと、じわじ

わとしみ込む、そういう魔力を持ったような状

況をつくり出していただきたいです。先ほど星

原委員からも出ましたけれども、どう調査して、

その調査したやつをどう生かすのかというのは

非常に大事ですので、頭にしみ込むような情報

の発信をお願いしておきたいと思います。

次に、25ページの中山間地域政策課の宮崎県

地域政策アドバイザーの派遣というのは、前々

から注目している内容です。今回、西米良村へ

行っておられるんですけれども、これについて

は継続してこれからもやっていかれるので丁寧

にやっていく必要があるんですが、今回やって

みた結果はどうだったんですか。

○湯地中山間・地域政策課長 地域政策アドバ

イザーの事業について、県全体として、まずは

集落支援員の方に対する研修会、あと市町村職

員に対する研修会も一度開催しました。その後

に西米良村へ行きまして、障がい者とか高齢者

等の社会的弱者の「これからの見守り体制につ
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いて」というテーマでいろんなワークショップ

等を開催しました。

今、具体的な成果が見えるかと言われると、

なかなか言いにくいところはあるんですが、５

年先とか10年先を考える機会には当然なってい

るんではないかなと思っています。

○井上委員 これはアドバイザーを誰にするの

かも重要なんですよね。だから、そこを考えて

いただいて地域に磨きをかけることも含めてで

すけれども、気づいておられないことについて

気づかせてあげるということはとても大事で

す。そこに住んでいる人たちが自分の地域をも

う一回好きになって頑張っていただくというこ

とはとても大事なので、このアドバイザーをど

うするかという問題と、アドバイザーは宮崎県

の政策について非常に詳しく、いろんなことの

引き出しをいっぱい持って行ってくださってい

るかどうかということとかも大変重要だと思う

んですよね。

ですから、このアドバイザーの派遣は県から

押しつけて行くわけではなく、その来ていただ

いたことに大変喜んでいただきながら、ずうっ

と続けてアドバイスしてあげられる関係を保っ

てもらえる状況をつくり上げる必要があると思

うんですよね。

また、今度はアドバイスしてくださった方と

県との関係をどううまくつくっていくのかがと

ても大事なので、そんなふうに一つのシステム

としてつくり上げていく方法を今後期待したい

と思います。

○湯地中山間・地域政策課長 今回、テーマは

社会的弱者ということですが、アドバイザーの

方とのワークショップもあります。当然、地域

そのものの生活を維持していくという面でいう

と、例えば、今回挙げております「宮崎ひなた

生活圏づくり」地域の絆ステップアップ事業と

かで、地域でワークショップを開催して５年

後、10年後に地域の生活をどう守っていくかと

いう話合いの場を設定したりしますので、そう

いったところにもつなげていきたいと思ってお

ります。

○井上委員 次に、私が今回非常に注目してい

て、とてもすごいなと思っているのは、26ペー

ジの中山間地域人財育成環境整備モデルです。

中山間地域医療機関と宮崎大学医学部附属病院

との看護師の相互人材交流は、ぜひ今後もしっ

かりと県単で続けていただきたいですし、私は

この視点はすごく重要視すべき内容だと思うん

ですよね。

中山間地域で頑張ってくださっている看護師

とか医療に関わっている方たちが、自分のスキ

ルが今のままでよいのかどうかとか、たまに大

学で働いておられる方とかが来て、いや、それ

はすばらしいことですとかと褒めていただいた

りすると、また随分違うのではないかなと思う

ので、これはよいところに目をつけていただい

ていて、すごく生きる事業だと思うんですよ。

今のところ、来られた４人の方はとても喜ん

でいただいているのではないのかなと思ってい

るんですけれども、状況はどうですか。

○湯地中山間・地域政策課長 特に今回、中山

間地域から宮崎大学医学部附属病院へ行かれた

方については、急性期医療とか高度医療を学ぶ

ことができていますので、かなりためになって

いるというお話も聞いていまして、医療機関か

らも継続してやってほしいという要望を受けて

おります。

○井上委員 私は、これは予算をたくさんつけ
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てもいい内容だと思っているんですよね。訪問

看護などをやっていらっしゃる方は、みとりも

そうなんですけれども、自分のスキルが本当に

正しいのかどうかという疑問を持ったりされる

んですよね。

ですから、やっぱりこの医療関係者同士の交

流は、ぜひ心を込めてといったら言い過ぎかも

しれませんが、今後も期待できるし、これは本

当に日本全体の中でもモデルにしてよい事業だ

と思うので、ぜひ成功できるようにこつこつと

した内容で積み上げていっていただけるといい

なと思います。ぜひ頑張ってください。

○星原委員 今、いろいろと話が出て、私は田

舎のほうで生活しているわけだけれども、高齢

化が進んでいますよね。ここで今出たアドバイ

ザーとかボランティアによる「中山間盛り上げ

隊」とか毎年計画されていますよね。それで地

域の人たちがどこまで元気になったり、そこの

暮らしの中で安心した生活ができているのかな

と。皆さん方は、こうやって何か事業をやって

いるから仕事しているみたいな感じなんですけ

れども。

私が常々思っているのは、地域の中で一番活

動というか、その地域を回っている人というの

は郵便局の配達の人たちなんですよ。ああいう

人たちにうまくお願いして契約して─そこで

生活している人たちが困っていることなど、地

域を一番知っていて、そこにどういう生活をし

ている人がいるかとか、その関連もよく知って

いるのは郵便局の配達員の人たちじゃないかな

と私は思います。郵便局員と連携して、どうやっ

てその地域のいろんな課題とか問題とか困って

いる、あるいは生きているか死んでいるかとか

生死の状況までということになると、そういう

郵便局の配達の人たちと何かこう……。

今、郵便局も仕事が少なくなっていますよね。

ですから、そういう人たちが毎日回っていたの

が今は２～３日に１回になったりしているわけ

で、そういう両方がうまく─こういう人たち

がいなくなると私は困るなあと思うもんですか

ら、その辺の何か考え方、そういう取組の何か

─予算的なものも発生するだろうと思うんで

すけれども、単純に毎年同じような人たちが何

日か行ってだけよりか、その地域をずうっと一

年中、見回りみたいな形でやってくれているの

は今のところ郵便局の配達員の方だと私は思う

ので、その辺と連携は取れないものなんですか。

○湯地中山間・地域政策課長 今おっしゃられ

た郵便局の関係については、うちの事業ではな

いんですけれども、例えば見守りという点では

福祉保健課で郵便局とかガスの配達事業者と

か、そういったところの方々が見守り活動も一

緒にやりますよということをされています。

あと、うちの関係でいうと集落に実際に住ん

でいる集落支援員という方がおりますので、集

落の中の例えばちょっと離れたところに住んで

いらっしゃる方の見守り活動とか、そういった

のは今も一応やってはいます。

しかし、そういう方々の意見を聞いて、今後

についてどうしていくのかというところまで踏

み込んでやっているかと言われると、まだそこ

まではできていない部分はあります。今後は、

そういう視点も考えていきたいと思います。

○星原委員 さっきの出前講座じゃないけれど

も、知事あたりが、どこが本当に困っていると

か、どうしなくちゃいけないかとなったら、こ

ういう郵便局の配達員の人たちの話を聞くと、

それぞれ地域の事情がこうですよとか分かるか
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もしれないと思うんですよ。

本当に政策に生かして中山間地域を守るとな

れば、これは厳しいと思うんですよ。ただ、やっ

ぱり生活している人たちがどういうことで困っ

ているかとかは、なかなかそういう人たちもお

年寄りでは発信できないわけです。

だから、今度は逆にそういう配達されている

人に集まってもらって、その地域ではどうとか、

場所によってもいろいろ違うだろうと思うんで

すよ。だから、そういうものを政策に生かそう

とすれば、どういう声があるかもやっぱり聞く

ことも何年かに１回ぐらいはあってもいいのか

なと思ったもんですから、そういうこともひっ

くるめて、そこを郵便局の配達の人たちをうま

く使えるようなこともどこかで考えてもらえた

らと思います。

○井上委員 私は郵政の出身で、郵政民営化反

対のとき、行政の末端で一番大きな仕事ができ

るのは郵政なんだということを主張したのに民

営化されてしまいました。

これはもう一番最初から言われたことだった

んですよね。山奥で独りで暮らしているおじい

ちゃんのところに誰が行けるかといったら、郵

便局の人しかいないんですよ。だから、私は民

営化に反対ということで大きな声で闘ったうち

の一人なんです。今、改めてこういったお話が

出るというのは大変うれしく思います。

郵政はもう民営化されたので、それで人的な

縮小とかもされて仕事のありようも変わってき

たので、なかなかそういう人たちが毎日その山

のところに行ける状況ではなくなってきている

ということも実際に分かっていていただきたい

なと思います。

郵便局の外務の人は、一番末端の行政の担当

は自分たちだと思って今まで仕事をしてきたと

いう経過があったんですよね。だから、郵便局

というのは本当に外務の人なんですよね。改め

て星原委員からそういうお話が出るというの

は、私としては大変うれしく思いますし、今な

お頑張っている人たちに話しておきます。

先ほど申しましたように、専門性のある方た

ちは専門性があるということを本当に力にして

中山間地域に行っていただいて一緒に交流して

いく、そうしたら地域をどんどんつくっていく

ときの一つの絆が少しずつ生まれてくるので、

ぜひ手厚くというか、県単事業でつなぐにしろ、

どういうふうにしろ、頑張っていただきたいな

と思います。

次に、産業づくりの産業政策課のところで、

今回、大変よい報告をいただいているので教え

ていただきたいんですけれども、厚生労働省の

補助事業である地域活性化雇用創造プロジェク

トを活用して、フードビジネスのほか情報通信

や観光などの分野において、企業の採用力向上

や働きやすい職場環境づくりなどを支援し

て508人の正規雇用の創出が図られたというこ

とで、これはすごくよい報告だと思います。

これの現状について、課長から報告ができる

ものがあったら教えてください。

○大野産業政策課長 地域活性化雇用創造プロ

ジェクト事業は、産業政策課だけじゃなくて、

庁内の各課、雇用労働政策課であるとか農政水

産部であるとかが、それぞれの目的を持って雇

用の創出に取り組んでもらっている事業で、総

体でこの数字が得られており、私たちは全庁を

挙げてやっているところです。

農政水産部では農業従事者の支援をしていま

すし、あとは就職説明会とか相談会、そういう
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ものの１個ずつの積み上げで、この508人とい

う数字ができているということでございます。

引き続き、同じように連携しながら取り組んで

いきたいと思っているところでございます。

○井上委員 各部連携していろんなものに取り

組んで、それで成果を出していくというのは、

私は総合政策部がある最高の意味だと思ってい

るんですよね。誰がコーディネートするのかが

重要なので、総合政策部は全てのところに関わ

りを持たないといけないわけですけれども、た

だ単に労働政策だからといって商工観光労働部

だけではなく、総合政策部として各部との連携

を持って、一つのものにつくり上げていく。

だから、予算の集約も、どうしていったほう

がいいのかなというのは考えるべきところはあ

るのではないかと私も思うんですが、予算を効

果的に使うにはやっぱりどこがコーディネート

して、中心になるのはどこなのか、どういう考

えの下にやるのかということがとても大切だと

思っています。

今回、508人の正規雇用の創出が得られたと

いうことは大変よい報告だと思うんです。今後、

各部との連携を取りながら福祉保健部もそうで

すし、教育委員会もそうでしょうし、全庁的に

この問題を仕上げていくということの必要性と

いうのはあると思います。

正規雇用者を増やしていくと結局、仕事の場

所をつくり上げていくということ、生み出して

いくということが大切なので、それによっては

移住者も増えてくる、いろんな意味で大きな効

果になるのではないかなと思っています。これ

については期待できる内容ではないかと思って

いますので、今後も頑張っていただきたいと思

います。

○日髙副主査 ９月23日に西九州新幹線が開通

して、武雄から長崎までの66キロメートル

に6,000億円とか6,200億円とか総事業費がか

かったということです。それを聞いて宮崎県人

は、おお、こっちはどうなってるのだろうかと

多分思われたと思うんですよね。

総合交通課長にお伺いしたいのは、この決算

の関係で、例えば負担金とか、そういう東九州

新幹線に関する経費が何か含まれているのか。

それから、私たちも期成同盟会で一生懸命、

知事と一緒になって促進していますけれども、

令和３年度に何か具体的に行動があったのか。

それから、令和元年度のアクションプランの

中では、頑張って新幹線の整備を推進していき

ますという記述が出ていますけれども、来年度

の総合計画の改定に当たって、そこら辺が何ら

か変わる要素があるのか。方針的なものでも構

いません、最後にお聞かせいただきたいと思い

ます。

○佐野総合交通課長 まず、１点目ですけれど

も、東九州新幹線につきましては、予算的なと

ころでいきますと東九州新幹線鉄道建設促進期

成会への負担金で５万円。この期成会自体は福

岡県・大分県・宮崎県・鹿児島県の４県と北九

州市で負担金を出して、主に要望活動をしてい

るところでございます。

昨年度の国への働きかけ等の要望でございま

すけれども、コロナの関係もありましたので、

今年の１月に期成会会長である宮崎県知事とい

う名で、国への整備計画路線への格上げだった

り、所要の財源確保等々の要望書を郵送したと

ころでございます。

また、期成会としては各団体等と連携した要

望活動もやっておりまして、昨年６月には九州
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地方知事会、また九州各県議会議長会、それに

加えて昨年４月には九州地方３県の議員連盟の

皆様等々を含め、機会あるごとに、国には私ど

もの声をお届けしているというところでござい

ます。

現状というところでいきますと、総合計画の

中では東九州新幹線ということまでは明記して

いないところでございますけれども、大都市圏

から遠隔地にある本県にとっては、このコース

の交通網の整備は取り組むべき本当に重要な課

題だと認識しております。

新幹線整備については、その中の選択肢の一

つというところで基本計画路線が昭和40年に結

成されて以降、整備計画の決定には至っていな

いわけですけれども、やはりこの問題・課題に

つきましては将来につなぐ目標として、次の計

画決定に向けては引き続き、国等へ声を上げ続

けていく必要があるのではないかと考えている

ところでございます。

○日髙副主査 はい、分かりました。ありがと

うございました。

○星原委員 バスとかＪＲとかへの支援は、毎

年やっていくわけですよね。私は、ちょっと角

度を変えて、以前、知事が100万泊県民運動と

言ったように、そういうものの中に─だから、

事業者に支援するのがいいのか、乗る・使う利

用者に支援したらいいのかなんだけれども、電

車とバスを使うことを支援して県民を挙げて運

動していくのか、事業者が困っているから補助

するのがいいのか。

人口減少で今後利用者が少なくなっていくわ

けだから、今までのやり方で事業者に支援した

方がいいのか、利用を促したほうがいいのか、

そういうことも今後どこかで検討すべきではな

いかなと思っているんですが、その辺について

どうでしょうか。

○佐野総合交通課長 コロナの関係もありまし

て、本当にこれまではどう維持していくかとい

うところで赤字補塡だったり、そういう方向

だったわけですけれども、御指摘のとおり、利

用促進というところで、今いただいたような県

民運動的も含めて、どう残すのかしっかりと考

えて、今後また事業等々を検討してまいりたい

と思います。

○日高主査 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって第１班の

審査を終了いたします。

再開を午後１時といたします。

暫時休憩いたします。

正午休憩

午後０時56分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

これより、デジタル推進課、生活・協働・男

女参画課、みやざき文化振興課、人権同和対策

課、国スポ・障スポ準備課の審査を行います。

令和３年度決算について各課の説明を求めま

す。

○甲斐デジタル推進課長 デジタル推進課の令

和３年度決算について説明いたします。

お手元の令和３年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。

上から７段目、デジタル推進課の欄でござい

ます。予算額14億7,562万3,000円に対し、支出

済額14億4,494万3,189円、翌年度繰越額1,403

万円、不用額1,664万9,811円となっております。

執行率は97.9％でありますが、翌年度への繰越
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額を含めますと98.9％となります。

次に、20ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は、20ページから22

ページまででございます。このうち、目の不用

額が100万円以上のもの及び執行率が90％未満

のものについて御説明いたします。

まず、（目）一般管理費でありますが、不用

額が235万9,460円であります。執行率は79.4％

でありますが、翌年度への繰越額を含めます

と97.0％となります。不用額の主なものは、下

から２行目の使用料及び賃借料115万5,308円

で、これは主に、単価契約を行っている文字情

報の自動読み取り機能であります、ＡＩ―ＯＣ

Ｒの利用料が想定より下回ったことによるもの

であります。

次のページをお開きください。

（目）企画総務費の不用額527万1,660円であ

ります。不用額の主なものは、下から４行目の

委託料105万5,920円でありますが、これはマイ

ナンバーカード取得促進業務などの委託業務に

係る執行残であります。

また、下から２行目の工事請負費165万8,000

円でありますが、これは県庁ＬＡＮ設備改良工

事に係る執行残となっております。

次に、（目）計画調査費であります。不用額

は901万8,691円で、執行率は88.2％となってお

ります。不用額の主なものは、一番下の負担金

・補助及び交付金863万5,000円でありますが、

これは携帯電話等エリア整備事業に係る西都市

でのエリア整備工事において、実績額が当初の

交付決定額を下回ったことによるものでありま

す。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて説明いたします。

お手元の令和３年度主要施策の成果に関する

報告書の40ページをお開きください。

くらしづくりの１、安心して生活できる社会

の（３）ＩＣＴの利活用及び情報通信基盤の充

実についてであります。

主な事業としましては、一番上の携帯電話等

エリア整備でありますが、これは、携帯電話の

サービスが提供されていない地域において、鉄

塔や無線設備等の基地局を整備する市町村に対

し補助を行うもので、令和３年度は西都市に対

して補助金を交付したところであります。

次に、日本一の「マイナンバーカード県」取

得促進強化でありますが、これは、マイナンバ

ーカードの利便性や安全性に関するテレビＣＭ

等の広報を行うとともに、市町村と共同で街頭

啓発や企業訪問等を実施したものであります。

次に、行政手続のオンライン化推進でありま

すが、これは、県庁各部局の申請手続について

分析を行うとともに、効果の高い業務を選定し、

一部業務のオンライン化に取り組んだところで

あり、令和３年度は24業務64手続についてオン

ライン化を実施したところであります。

続いて、41ページを御覧ください。

ＩＣＴ活用による業務効率化推進であります

が、これは、ＲＰＡやＡＩ―ＯＣＲなどの先進

技術を活用し、事務の自動化や効率化を行うも

のであります。このようなツールの活用により、

令和３年度は全体で約9,000時間の作業時間の

削減を行っております。

以上が、主要施策の成果についてであります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 生活・協

働・男女参画課の決算状況等について、御説明
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いたします。

決算特別委員会資料の５ページをお願いいた

します。

上から８段目、生活・協働・男女参画課の欄

を御覧ください。左から予算額４億5, 3 0 0

万4,000円に対しまして、支出済額４億3,769

万2,432円、不用額1,531万1,568円、執行率

は96.6％であります。

次に、23ページをお願いいたします。

27ページまでが、当課の決算事項別明細と

なっております。このうち、目の不用額が100

万円以上のものについて御説明いたします。

26ページをお願いいたします。

（目）県民生活費の不用額が1,116万8,547円

となっておりますが、このうち主なものは、下

から２行目の負担金・補助及び交付金78 0

万7,483円であります。これは、市町村の消費

生活相談窓口の機能強化等を図るため、啓発セ

ミナーの開催や相談員の研修派遣等を支援する

ものですが、事業費の確定に伴い、減額が生じ

たことによる執行残であります。

次に、27ページをお願いいたします。

（目）児童福祉総務費の不用額が186万1,452

円となっておりますが、このうち主なものは、

下から３行目の、委託料93万9,480円でありま

す。これは主に、性暴力被害者支援センターの

運営業務委託の執行残でありまして、その内容

としましては、被害者が医療機関を受診する際

の支援経費が見込みを下回ったことなどによる

ものであります。

決算事項の説明は以上でございます。

続きまして、主要施策の成果について御説明

をいたします。

主要施策の成果に関する報告書の43ページを

お願いいたします。

人づくり、３の（１）男女共同参画社会の推

進であります。

主な事業の１つ目、男女共同参画センター管

理運営委託といたしまして、推進拠点でありま

す当センターの運営を指定管理者に委託し、県

民への啓発や相談事業等に取り組みました。

２つ目のみやざき女性の活躍強化としまし

て、企業や関係団体、行政が一体となって設立

された、みやざき女性の活躍推進会議が行いま

す、女性の多様な働き方を進めるための講演会

や研修会の開催支援などに取り組みました。

３つ目の性暴力被害者支援センター運営委託

としまして、被害者やその家族の心身の負担軽

減を図るため、その支援センターであります、

さぽーとねっと宮崎の運営を委託し、電話やメ

ール、面接による相談のほか、医療、カウンセ

リング等の総合支援を行いました。

今後とも、市町村や関係機関等との連携を図

りながら、男女共同参画社会の実現や女性の活

躍に向けた取組を推進してまいりたいと考えて

おります。

次に、45ページをお願いいたします。

（２）ＮＰＯや企業、ボランティア等多様な

主体による社会貢献活動の推進についてであり

ます。

１つ目の協働によるひなたづくり支援としま

して、県との協働事業の提案を公募し、ＮＰＯ

等多様な主体との協働を推進いたしました。昨

年度は、６件の応募の中から３件を採択いたし

まして、例えば、地域の森林資源を活用した商

品開発や販売、また林業体験イベント等を行い、

森林資源の整備・活用や地域活性化を図る取組

などを支援いたしました。
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２つ目のみやざきＮＰＯ・協働支援センター

といたしまして、協働の推進やＮＰＯ運営等の

支援拠点であります当センターにおきまして、

活動支援スペースの提供や研修の開催、ＮＰＯ

の設立や運営等の相談対応などを行いました。

今後とも、多様な主体による社会貢献活動を

促進するため、相談や研修、情報提供等の充実

を図ってまいりたいと考えております。

46ページをお願いいたします。

くらしづくり、１の（１）安心で快適な生活

環境の確保のうち、消費者行政であります。

１つ目の消費者行政活性化としまして、国の

交付金を活用し、メディア等による広報・啓発

や、市町村が行う相談・啓発事業に対し、補助

金の交付により支援を行いました。

２つ目の消費生活相談員等設置としまして、

消費生活に関する相談員を配置し、県民からの

多様な相談に対しまして、適切な助言等に努め

たところであります。

今後とも、県民が安心して消費生活を営むこ

とができるよう、市町村と連携して相談体制の

強化及び啓発事業の推進に取り組んでまいりた

いと考えております。

48ページを御覧ください。

２の（１）安全で安心なまちづくりでありま

す。

主な事業であります、宮崎県犯罪のない安全

で安心なまちづくり促進としまして、学校等へ

のアドバイザー派遣や宮崎県知事奨励賞表彰式

の開催などにより、県民の防犯に対する意識啓

発に取り組みました。

今後とも、市町村や関係機関等との連携を図

りながら、地域安全活動の活性化に取り組んで

まいりたいと考えております。

49ページをお願いいたします。

（２）交通安全対策の推進であります。

１つ目のみんなで交通安全！啓発推進としま

して、各季節ごとの交通安全運動期間を重点に、

マスメディア等を活用した効果的な広報・啓発

に取り組みました。

２つ目のみんなの命を守る「高齢者制限運転」

推進としまして、高齢運転者の運転寿命を延ば

すための取組であります制限運転について、広

報・啓発や市町村への活動支援に努めました。

今後とも、脇見等による交通事故の防止や高

齢者の交通事故防止対策を基本に、市町村や関

係機関等との連携を図りながら、県民への啓発

等に取り組んでまいります。

主要施策の成果の説明は以上であります。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

○德山みやざき文化振興課長 みやざき文化振

興課の歳出決算状況等について、御説明いたし

ます。

決算特別委員会資料の５ページを御覧くださ

い。

上から９段目のみやざき文化振興課の欄であ

ります。予算額88億7,602万9,000円に対しまし

て、支出済額は88億641万734円で、翌年度繰越

額が3,634万6,000円であり、不用額は3,327

万2,266円、執行率は99.2％となっております。

また、翌年度繰越額を含めた執行率は99.6％と

なっております。

続きまして、28ページをお開きください。

32ページまでが当課の決算事項別明細となっ

ております。このうち、目の不用額が100万円

以上のものについて御説明いたします。

29ページをお開きください。
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（目）企画総務費につきましては、不用額が468

万6,405円となっております。このうち主なも

のとしましては、下から２行目の工事請負費の

不用額350万9,042円であります。これは、県立

芸術劇場における空調等改修工事の入札残によ

るものであります。

続きまして、30ページを御覧ください。

（目）計画調査費につきましては、不用額が136

万3,665円となっておりますが、このうち主な

ものとしましては、上から３行目の旅費の不用

額45万8,823円であります。これは、予定して

おりました県外出張について、新型コロナウイ

ルス感染症の感染拡大に伴い、出張を控えたこ

とによる執行残であります。

続きまして、32ページをお開きください。

（目）事務局費につきましては、不用額は2,647

万5,832円となっておりますが、このうち主な

ものとしまして、下から３行目の負担金・補助

及び交付金の不用額2,069万2,636円でありま

す。これは主に、私立学校における保護者の経

済的負担の軽減を図るための私立高等学校等就

学支援金や授業料減免のための補助金などが、

見込んでいた対象生徒数を下回ったことによる

ものであります。

決算事項の説明は以上であります。

次に、令和３年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

令和３年度主要施策の成果に関する報告書

の51ページをお開きください。

未来を担う人財が育つ社会の（１）教育を支

える体制や環境の整備・充実であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、ま

ず、私立学校振興費補助金は、私立学校の教育

の振興と経営の安定化、保護者の経済的負担の

軽減を図るため、私立高等学校、中学校、小学

校の計24校に対しまして、人件費等の経常的経

費の一部を補助したものであります。

その下の私立高等学校等就学支援金は、保護

者の授業料負担の軽減を図るため、世帯の収入

状況に応じまして支援金を交付したものであり

ます。

一番下の私立専門学校授業料等減免は、低所

得者世帯に対する高等教育の負担軽減を図る国

の施策に基づきまして、住民税所得割非課税世

帯等における専門学校の授業料等の減免に対す

る補助を行ったものであります。

続きまして、52ページをお開きください。

奨学のための給付金は、授業料以外の教育費

に充てるため、生活保護及び住民税所得割非課

税世帯に対して、給付したものであります。

今後とも、このような私学振興の取組を通じ

て、子供たちが多様な教育を受けることができ

る環境の確保に取り組んでまいりたいと考えて

おります。

続きまして、53ページを御覧ください。

文化・スポーツに親しむ社会の（１）文化の

振興であります。

下の表の主な事業及び実績でありますが、宮

崎国際音楽祭開催事業では、第26回音楽祭を開

催し、併せて第27回音楽祭の準備を行ったとこ

ろであります。

次に、２つ目の県立芸術劇場管理運営委託は、

同劇場の維持・管理やホール及び練習室の貸館

事業を行ったところであり、年間利用者数は14

万7,375人でありました。

一番下の県立芸術劇場大規模改修につきまし

ては、施設の老朽化に伴い、安全面や緊急性、

修繕内容等を検討の上、計画的に実施している
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ところであり、令和３年度は空調設備や舞台照

明の改修等を行ったものであります。

このうち、ＩＴＶ設備改修につきましては、

今年度に事業を繰越しいたしまして、現在作業

を進めているところであります。

54ページをお開きください。

主なものを御説明いたします。

下から２つ目、「アーツカウンシルみやざき」

機能拡充につきましては、文化芸術の専門人材

を配置し、文化芸術活動に対するアドバイスな

どの支援や、文化活動を支える人材育成研修で

あるアートマネジメント講座を開催しました。

続いて、55ページを御覧ください。

国民文化祭開催、全国障害者芸術・文化祭開

催事業でありますが、第35回国民文化祭・みや

ざき2020、第20回全国障害者芸術・文化祭みや

ざき大会を令和３年７月３日から10月17日ま

で、コロナ禍の中ではありましたが、開催する

ことができました。宮崎大会では、県内各地で

地域色にあふれた様々な分野の110事業を実施

したところであります。

今後とも、県民の皆様が文化芸術に親しむ機

会を提供し、文化芸術の振興等を図ってまいり

たいと考えております。

続きまして、57ページをお開きください。

活発な観光・交流による活力ある社会の（１）

観光の振興であります。

改善事業、みんなで支え未来に繋げるみやざ

きの「宝」継承事業では、神楽を支援する４企

業・団体をみやざきの神楽サポーターに認定し

たところです。また、国立能楽堂での神楽公演

を開催したほか、子供たちに興味を持って読ん

でもらえるような日向神話の漫画本を制作した

ところであります。

改善事業、「神話の源流みやざき」記紀の文

化資源活用推進事業では、県民の皆様を対象に

した神話のふるさと県民大学や小中高校等への

出前授業などを開催したほか、早稲田大学や大

阪大谷大学との連携講座も開催したところであ

ります。

今後とも、神話や神楽などを生かして情報発

信を行い、観光需要の回復や人づくり、地域づ

くりにつなげてまいりたいと考えております。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して

は、特に報告すべき事項はございません。

○壱岐人権同和対策課長 人権同和対策課の決

算状況等について、御説明いたします。

お手元の令和３年度決算特別委員会資料の５

ページの人権同和対策課の欄を御覧ください。

予算額１億1,630万6,000円に対しまして、支出

済額は１億1,433万1,459円で、不用額は197

万4,541円、執行率は98.3％となっております。

次に、33ページをお開きください。

目の不用額が100万円以上のものについて御

説明いたします。

（目）社会福祉総務費の不用額が197万4,541

円となっております。この主なものは、中ほど

の旅費85万3,094円でありますが、これは新型

コロナ感染症の影響による県外研究大会や研修

会等の中止に伴う執行残であります。

決算事項の説明については以上であります。

続きまして、令和３年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の59ページを

お願いいたします。

人づくりの３の（３）人権意識の高揚と差別

意識の解消についてであります。
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主な事業ですが、人権啓発推進強化について

は、県内の大学、ＮＰＯ・企業やスポーツ組織

等と連携し、それぞれの知識やネットワークな

どの特色を生かした啓発活動を行ったほか、８

月の人権啓発強調月間、12月の人権週間におい

て、テレビＣＭの放送、商業施設での街頭啓発

など、様々な啓発活動を集中的に行いました。

また、人権に関する作品募集として、小中高

等学校の児童生徒に対し、作文・ポスターの人

権に関する作品を募集し、人権について考える

機会を提供し、さらに、優秀作品を掲載したリ

ーフレットや作品集を啓発書として作成し、児

童生徒、市町村、学校などに配付いたしました。

60ページをお願いいたします。

宮崎県人権啓発センターについては、各種団

体などで人権研修を担う方を対象とした、人権

担当者講座や広く県民の方を対象とした、県民

人権講座などを開催し、企業や地域等で人権教

育・啓発のリーダーとなる人材の育成を図りま

した。また、研修講師の派遣やＤＶＤ等の貸出

しにより、民間企業等が自主的に行う啓発・研

修等の支援を行うなど、職場や地域などでも、

人権教育・啓発が促進されるよう努めたところ

であります。

今後とも、多様な主体と連携しながら、県民

の人権意識の高揚に取り組んでまいりたいと考

えております。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

して、報告すべき事項はありません。

○塩田国スポ・障スポ準備課長 決算特別委員

会資料の５ページをお開きください。

国スポ・障スポ準備課の決算額は、下から４

段目にありますとおり、予算額31億930万6,000

円に対しまして、支出済額28億2,253万1,613円、

翌年度繰越額２億6,901万8,000円、不用額

は1,775万6,387円、執行率は90.8％となってお

りますが、翌年度への繰越額を含めますと、99.4

％となっております。

次に、34ページをお開きください。

当課の決算事項別の明細は、34ページから36

ページに掲載しております。このうち、目の不

用額が100万円以上のものについて御説明いた

します。

35ページをお開きください。

上から１行目の（目）計画調査費であります。

不用額は1,724万1,008円であります。この不用

額のうち、主なものとしましては、中ほどの委

託料1,358万5,745円ですが、これは、県有スポ

ーツ施設整備のうち、体育館建設に伴う設計費

等の執行残であります。

次に、令和３年度の主要施策の成果について

御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の62ページを

お開きください。

人づくりの（２）スポーツの推進についてで

あります。

まず、国民スポーツ大会開催準備であります

が、県準備委員会におきまして、総会・常任委

員会等の会議や、市町村・競技団体への説明会

等を開催いたしまして、大会開催に必要な準備

活動を推進したところであります。

そのうち、会場地の選定等につきましては、

正式競技及び特別競技は全38競技のうち36競技

の会場地について、公開競技は全７競技の会場

地について、また、デモンストレーションスポ

ーツは23競技の実施とその会場地について、県
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準備委員会として決定したところであります。

次に、広報活動につきましては、大会マスコッ

トキャラクター等のデザインを用いた広報物を

活用し、大会の周知と開催に向けた機運の醸成

を図ったところであります。

また、競技役員の養成につきましては、競技

団体が行います中央講習会等派遣事業や、県内

講習会等開催事業等に対して、補助事業により

支援を行ったところであります。

次に、63ページを御覧ください。

全国障害者スポーツ大会開催準備であります

が、全国障害者スポーツ大会に向けて、専門委

員会の開催や実施競技のうち、本県にチームの

ない競技を対象とした体験会を開催したところ

であります。

次に、県有スポーツ施設整備でありますが、

陸上競技場、体育館の整備につきましては設計

が完了し工事に着手、プールの整備につきまし

てはＰＦＩ手法による契約を行い、設計に着手

したところであります。

主要施設の成果につきましては以上でありま

す。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事はございません。

○日高主査 説明が終了しましたが、委員の皆

様から質疑はございませんか。

○有岡委員 主要施策の成果に関する報告書

の42ページ、デジタル推進課のところで、携帯

電話サービス未提供世帯数が46世帯と記載され

ておりますけれども、早急に改善すべきだと

思っております。今後の見通しについてお尋ね

したいと思います。

それと、国の方針としてネット環境を整備す

るということがありますが、今後の見通しがあ

りましたら併せて教えていただきたいと思いま

す。

○甲斐デジタル推進課長 委員がおっしゃると

おり、できるだけ早急な解消が求められるとこ

ろでありますが、今の残っている世帯が、令和

３年度末で46世帯となっております。

その前年の令和２年度は86世帯ということ

で、半減しているんですけれども、この中身を

見てみますと、携帯事業者が独自に整備してい

るものもございます。

また、実はこの46世帯とか86世帯というのは、

１か所１か所を見ていくと、３世帯とか、１世

帯のところもございます。そういった小さなと

ころの積み重ねになっておりまして、中には、

死亡とか転居とかでそのエリアが解消されてい

るということも起きております。

今残っている46世帯ですけれども、県内の８

市町になっております。まずは市町村がしっか

りそこの把握をしながら、要望があればという

ことなんですけれども、現在のところ、この整

備費を使っての要望は我々には届いていないと

ころです。事業者も、今、随時まだ整備を継続

しているということですので、そこの状況を見

ながら、そういうニーズが上がってくれば、こ

の事業を活用した整備を進めてまいりたいと考

えております。

○有岡委員 関連していると思うんですが、

ネット環境のお話もぜひ教えていただきたいと

思います。子供たちも含めて、その環境整備が

急がれるものですから、参考に県内の現状を教

えていただきたいと思います。

○甲斐デジタル推進課長 県内のネット環境

は、ほぼ光ファイバーが届いているところでご

ざいます。今、日南市と三股町の一部に通じて
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ないところがございますが、県内ほとんど通じ

ている状況でございます。

あとは、今後、５Ｇということでそういう要

望が上がってくるかとは思うんですけれども、

５Ｇはそこまでのニーズがあるかというのが、

特に、山間部エリアになってくると、その大容

量のものについてどういう使い方をするかとい

うのが今後また課題となっております。具体的

に何に使うかということを併せて、各地域の方

々と意見交換しながら、整備は進めていく必要

があると考えております。

○太田委員 主要施策の成果に関する報告書

の45ページ、協働によるひなたづくり支援とい

うことで、公募型で３事業やったということで

あります。林業などの環境問題に対してのテー

マのところがあったようで、いわゆる社会貢献

ということで公募に応じてきたと思うんです

が、これは市町村を通じて上げてくるものなの

か、県が直接、そういう公募を受け付けるもの

なのか。

また、そういう社会貢献をするようなＮＰＯ

法人等が県内にどのくらいあるのかなをお聞き

したいと思います。

○牛ノ濱生活・協働・男女参画課長 この事業

につきましては、県庁の各課あるいは市町村を

通じて幅広く公募したところでございます。

ＮＰＯの数ということでございますが、令和

３年度末に436法人ございました。毎年新設さ

れるもの、活動が停滞してそのまま登録抹消に

なるものがございますけれども、大体この水準

で推移しているところでございます。

○太田委員 人権同和対策課とデジタル推進課

に関連があるかなと思いますが、いろんな社会

事象の中で、情報機器を使った拡散という言葉

がいっぱい使われています。情報をいっぱい蓄

えて、それを社会のために使おうとする世の中

であればいいんですが、拡散という言葉がどう

もネガティブな情報を流していくという世相も

案じらます。

デジタル化というか、そういう業務を推進す

ることと、情報をきっちりみんなで健康的に使

おうねという心根と、人権のほうでも、やっぱ

りそこによって心が痛むことがないような社会

であってほしいなと思います。

その辺のところをデジタル推進課と人権同和

対策課も少し意識しながら、今後、人間の心の

教育もやっていただきたいがなと思っています

が、その辺のお互いの連携についてお聞かせく

ださい。

○甲斐デジタル推進課長 今、デジタルの推進

に関しては、情報化推進本部というのを当課で

所管しております。

その中の情報環境部会で、まさに、そういう

人権の話ですとか、また、教育委員会や警察と

も一緒に、いろんな被害に遭われた方との連携

とか、そういったことをどうしていくかという

ところを、今、そういう場で協議しているとこ

ろでございます。

そういう人権問題というのは、いろんな技術

の進展に合わせて、非常に難しくなっている時

代でございますので、しっかりと連携を密にし

ながら、対応していきたいと考えております。

○壱岐人権同和対策課長 御指摘のありました

とおり、今、ネットを通じた被害が社会問題と

なっていると認識しております。

私どもとしましては、デジタル推進課との連

携もでありますけれども、法務局の人権擁護課

とも連携いたしまして、法務局を通じた削除の
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要請でありますとか、そういったところを具体

的には取り組んでいるところであります。

一方、子供たち、メディアリテラシーといい

ますか、そういったところに関しましては、教

育委員会やこども家庭課などとも連携し、取り

組んでいるというところでございます。

やはり人権侵害が起きないためには、法律で

できる限りしっかりと明確に縛っていくこと

が、私どもも必要であると思っております。ま

た、科学技術の進歩というものに関しまして、

人権を擁護していくところを、私どもとしても

もっと進めていく必要があると考えております

ので、国への要望活動でも通じながら、一緒に

取り組んでいきたいと考えております。

○井上委員 同じく、人権同和対策課にお尋ね

したいんですけれども、人権意識の高揚という

か差別意識の解消ほど、難しい取組はないと思

うんですよね。これはやっぱり手を抜かずに、

徹底してやっていかないといけない内容だと思

います。

主要施策の成果に関する報告書の59ページ

に、人権に関する作品の募集について9,252点

の応募があったと書いてあるんですが、これは

とても大切なことで、もっと応募していただけ

るように、世代を超えてということも含めて、

この取組をするべきだと思います。

今回のこの数も含めてですけれども、この取

組に対する評価はどうお考えでしょうか。

○壱岐人権同和対策課長 この人権に関する作

品募集につきましては、小学校１年生から高校

３年生まで、全てに対して募集しておりまして、

ここに記載しておりますとおり、9,000点以上

の御応募をいただいております。

ですから、９万人ぐらいの児童生徒がおられ

ますので、９分の１ぐらいの方からの応募が

あっているということで、子供からの意識も高

く、また、学校の協力もしっかりといただいて

いるというところであります。人権侵害といっ

た問題につきましては、加害者にもしない、被

害者にもしないというところが特に大事だと考

えております。

今年度9,252点の応募がございまして、昨年

度はコロナの関係もありまして4,023点という

ことだったんですが、その前の令和元年度は約

１万2,000点、平成30年度が１万1,000点といっ

たことで、１万点ぐらいの御応募をいただいて

います。児童生徒が減っていく中で、この人権

作品募集の意義を教育委員会とも連携してしっ

かり訴えて、また、子供の作品というのは、心

を打つといいますか、一般の方々への訴求力も

非常に高いと思いますので、そういったものを、

作品集でありますとか、リーフレットとして活

用して、大人にも気づいていただけるように取

り組んでいきたいと考えております。

○井上委員 どういう人が話し、どういう人が

伝えるかということも大切だと思うんですけれ

ども、これを本当にステータスのあるものに仕

上げていかないといけません。何かの取組の一

つとして、学校も一緒になって取り組んだりす

ることによって、人権意識というか、差別意識

というか、そういうものに対する考え方の整理

みたいなものが日常的にできるようになり、社

会が変わっていくことになると思うんですよ

ね。

そして、ここにも書いてあるとおり、性別だ

とか障がいのあるなしだとか国籍だとか性的指

向だとか性自認だとか、一人一人の個性につい

ての違いとかを本当に丁寧に認識するには、
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やっぱり何かの取組をしつつ、広げていかない

限りはなかなかそこがうまく─私の子供の頃

は道徳の時間みたいなのがあって、徹底的にそ

ういう話をしたものでした。

やっぱりそういうことも含めて、何かそれに

代わるものというか、日常的に必ずこれがある

ということが、学校も含めてですけれども、何

かもっと広がっていけるような、ステータスの

あるようなものになっていくといいなと思って

います。

大変でしょうけれども、教育委員会とかとも

話合いをしながら、もっと作品の応募者が増え

ていくように努力をお願いしたいなと思ってい

ます。それについて、予算がもし必要なことで

あれば、またそれはきちんと要求すべきことで

はないのかなと思いますので、それをやってい

ただけるといいかなと思います。

○壱岐人権同和対策課長 おっしゃっられたと

おり、この人権作品募集は大変意義深いと思っ

ております。この表彰式につきましては、12月

の人権週間に合わせまして、例年ですと知事、

教育長、法務局長とか、県を挙げて表彰式を実

施しております。

やはり作品を見ますと、今、社会問題化して

おりますヤングケアラーでありますとか、例え

ば、自分の兄弟が障がいを持っていて、そういっ

たことをなかなか言えなかったとか、そういっ

たところも表現されていたりして、それがまた

子供たちや周りの大人でありますとか、そう

いった方々への訴求力の高いものになっている

という状況もございます。

人権という視点だけでなく、様々なメリット

も大きいと考えておりますので、引き続きしっ

かりと取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○日髙副主査 デジタル推進課について、情報

政策課から改名されたということで、まず、そ

の入り口の段階で大変申し訳ないんですが、新

しく改名された目的と意義と情報政策課からの

改善点とか、そういう概要があったら教えてい

ただきたいです。

○甲斐デジタル推進課長 もともと情報政策課

自体は、県庁内のシステムをしっかり運営する

というところがそもそものスタートでありまし

た。ただ、デジタル社会がどんどん進んでいく

中で、それに関する業務がだんだんと膨らんで

きていたということ、また、コロナ禍で日本全

体のデジタルの取組が非常に遅れていることが

明らかになってきました。

もともと産業政策課の中でも、ある程度、企

業のデジタル化みたいなことも取り組み始めて

いたところだったんですが、産業政策課に新し

くデジタル担当のチームを一つつくった上で、

県庁全体の統括もしくは市町村の支援まで含め

て、全体統括をデジタル推進課でやりながら進

めていくという体制に切り替わったところでご

ざいます。

ですので、もともとは県庁を中心にその周辺

の業務という位置づけだったところから、デジ

タル社会の実現ということで、かなりテーマ設

定が大きくなったと考えておりますので、我々

にどういったことができるかを模索しながら、

進めているところでございます。

○日髙副主査 イメージでいいのですが、その

中で、働き方改革というのは、全体のどのくら

いのウエートを占めているんでしょうか。

○甲斐デジタル推進課長 これから、かなりボ

リュームが大きくなってくると考えておりま
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す。というのが、やはり人口急減社会というこ

ともあります。労働人口がどんどん減っていく

中で、地域社会もそうですし、県庁そのものも

そうですけれども、少ない人数でより効率的な

働き方をするのにデジタルの力をできるだけ活

用していくといった仕組みを抜本的に見直さな

くてはいけないことが多々出てくるかと思いま

す。

そういったものを一つ一つ丁寧にやっていか

ないと、例えば、県庁が今、ばらばらで持って

いる情報をある程度データでそろえて、連携し

やすいような環境を整備しないと、データの連

携というのは口で言うのは簡単なんですが、実

際にはかなり丁寧な作業をやらないとできない

ということもございますので、そういったこと

をやっていきたいと考えているところでござい

ます。

○日髙副主査 主要施策の成果に関する報告書

の41ページですけれども、ＩＣＴ活用による業

務効率化推進事業ということでＲＰＡがありま

すが、一番右側に削減見込み時間4,800時間、

その４つ下にも削減見込み時間4,200時間とあ

ります。見込みでそれだけ事業量が削減できる

ということです。

合わせて9,000時間ですが、仮に費用対効果

ということで、金額に換算したらどれくらいを

想定されているんですか。

○甲斐デジタル推進課長 単価をどう考えるか

というのもあると思うんですが、仮に県職員の

時給を3,000円としますと─平均すると3,000

円程度だと思うんですけれども─2,700万円

程度の費用対効果があるのではないかと考えて

います。

○日髙副主査 前回も私はマウスレスの話をし

ました。今、課長は時間単価を3,000円と言い

ましたけれども、今年の予算書の中で、令和３

年の10月１日現在の一般行政職の平均年齢43.5

歳で、平均給料月額が31万2,980円です。これ

を時給に直すと平均年齢43.5歳で時給が大

体2,000円ぐらいです。

私は、もう20年近くマウスを使っていません

けれども、マウスをなくすことによって費用対

効果を上げるべきでないかということで、この

前、2,000万円とかいう話をしましたけれども、

具体的に言わなかったので、私の考えを述べさ

せてもらいたいと思います。マウスを使わない

方はデジタル推進課長だけで、あとの方はみん

なマウスを使われるということでした。

マウスを使わなかったら大体半分の時間で済

みます。だから、マウスを使うのに１回当たり

大体１秒かかったら、１日50回使えば50秒です。

それを半分にしたら25秒です。先ほどの時間単

価2,000円を秒単価にしたら0.6円という数字に

なりますので、１日15円削減できます。

仮に250日勤務したとしたら3,750円になりま

す。１人当たり3,750円、大した金額じゃない

です。大した金額じゃないんですが、昨日の本

会議で、部長が答えていましたけれども、今、

一般行政職の人数が3,791人だそうですね。

仮に、その3,791人のうち1,000人がマウスを

使わないとなると375万円になります。そうい

う人が2,000人出てきたら、750万円です。3,000

人に協力してもらったら1,125万円です。

１日15円にしかならないんだけれども、3,000

人がマウスレスでやったら1,125万円です。知

事部局で3,700人で、教育委員会の数字は入っ

ていないでしょう。そこに学校の先生─聞い

てみたら、全部で１万4,000人ぐらいおられる
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ということです。県職員全体の数字は分かりま

せんけれども、多分１万5,000～6,000人ぐらい

になるはずなんですね。そういう人に半分でも

協力してもらったら、１日たった25秒のお金が、

計算でいくと2,000万円、3,000万円という数字

になります。

これを市町村も併せて行政の全職員がやった

ら─恐らく市町村職員、１万人はいないと思

うんですけれども─数字上は、恐らく、県と

市町村合わせて年間5,000万円とかいう数字が

浮いてくるのかなと。10年したら５億円です。

それを大したことない数字だなと見るかどうか

は別ですけれども。それは計算上の問題だから、

実際に金額が減るということじゃない。

458ページもある報告書の中で、削減見込み

時間という文言が使ってあるのはここの１ペー

ジだけだと思うんですけれども、これはすごい

ことだと思うんですよ。この事業で国から6,300

万円もらって、それで１年間に2,700万円浮い

たと、10年間すれば２億7,000万円浮いたとい

うことじゃないですか、ただで。それだけ効果

があるということですよね。

それを考えたら、物すごく希望の持てる仕事

だと、デジタル推進課の頑張りようによって、

みんなの仕事がばあっと変わっていくというこ

とですよね。それを考えたら、このデジタル推

進課というのは、みんなに対しても働き方改革

をどんどん推進できるすごいパワーを持った課

になり得るところだと私は思うので、ぜひ、み

んなから拍手をもらえるぐらいの成果を残して

いただきたいと思うんです。ぜひ頑張ってくだ

さい。

それともう一点、何人かに聞いたんですが県

庁はまだ一太郎を使っておられますよね。これ

はもう昭和の年代で終わったのかなと私は思っ

てたんですが、ウインドウズが入った時点で、

もうほとんどがワードに変わってるはずなんで

すよね。でも、いまだに一太郎を使っておられ

る。

新入職員や若い子なんかは、一太郎はほとん

ど使ってないですよね。県庁に入ってきて、先

輩方が使ってるから仕方なしにやらなくちゃい

けないというのもありますが、40代、50代の人

の使い慣れている人からは、やっぱり一太郎は

ワードよりもいいですよという声は確かに聞き

ます。

ここ２～３年で入庁した職員４～５人にしか

聞いていませんけれども、やっぱり慣れるのに

２～３週間かかるそうです。

じゃあ、その２～３週間の無駄な時間を金額

に直したらどのくらいかというのもまたおもし

ろい話で、そういうことを考えると、今の若い

人たちは、一太郎なんてほとんど見たこともな

い、もしかしてどなたですかという話にもなる

わけで、それもやっぱりデジタル推進課ができ

たんで考えていただきたいなと思うんです。

私は、東京都庁のデジタル担当部局に直接電

話しました。東京都庁のデジタル推進戦略室の

若い女の子でしたが、マウスを使っていました。

東京だから、マウスは使わないかなと思ったん

ですけれども、半分ぐらいはやっぱりマウスを

使っているそうです。でも、一太郎の話をした

ら、すみません、そんな方はおられませんとい

う話でした。だから、宮崎県の職員以外─今

の20代の子は多分、一太郎なんて知らないと思

うんですね。

次に、デジタル庁に電話しました。これは、

どこにつながれたか分かりません。30歳過ぎの
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男性の方でした。おたくはどなたですかとは聞

かれませんでしたので、私も何も言いませんで

したけれども、マウスなんて使いません、一々

手を伸ばさなくてはいけないじゃないですか。

例えば、外に行ったときに、屋外でパソコンを

使うことができないじゃないですか。だから、

マウスなんて使いませんよ。ただし、図面とか、

表を修正するときなど、マウスを使ったほうが

いいときは使いますが、基本は使いませんとい

うような話でした。

最後にこれは要望です。御存じかどうか分か

りませんけれども、ネット上にたくさん出てき

ています。農林水産省が昨年３月ぐらいに、農

林水産省の職員に一太郎廃止令を出して、ワー

ドに統一しなさいという通知を出したんだそう

です。それが話題になったんです。何で話題に

なったかというのは、農林水産省はいまだに一

太郎を使っているんだということがみんなに分

かって、いまだに農林水産省は一太郎を使って

いるのかということが話題になったんです。

ネット上ではワードがいい、一太郎がいいと

いう話が出てきますけれども、宮崎県庁は一太

郎を使っているので、その点はぜひ一回見て、

どうしたらいいか。さっき、課長が言われまし

たように、ばらばらになったデータを一つにそ

ろえなくてはいけないということがありますの

で、この一太郎とワードの問題は、ぜひ、今後、

検討しておいていただきたいと思います。

○甲斐デジタル推進課長 私も一太郎で育って

きた人間でございますので、使い勝手はいまだ

に一太郎がいいとは思っていますが、ワードを

使っております。

やはり、これがもう日本というか、世界の標

準になっておりますので、それに合わせていっ

たほうが対外的な文書のやり取りは非常に便利

がいいというところで、そうしております。

ただ、おっしゃるように、県庁はまだ一太郎

のライセンスを保有しておりますので、誰一人

取り残さないほうがいいのか、そういうふうに

切り替わっていくほうがいいのかというところ

を─職員は随分とワードに切り替わっている

という感覚がございますが、そこはしっかりと

検討して、もう世界の流れがほぼワードですの

で、今後、多分、統一する方向になっていくか

と思います。

例えば、今、オンライン会議用のＺｏｏｍだ

とかＴｅａｍｓだとか、そういうソフトが五つ、

六つございますが、こういったものもだんだん

と覇権によって統一されていくとか、そういう

こともあると思いますので、どの辺りがベスト

なのかというのは常に見極めながら進めていき

たいと思っております。

○日高主査 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって第２班の

審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時55分休憩

午後２時０分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

各課の説明及びそれに対する委員の質疑が終

了しましたが、総合政策部の決算全般について

何か質問はありませんか。

○井上委員 １つだけ、部長の考え方を教えて

ほしいんです。不用額の関係なんですが、お金

を節約して残すこと、執行残があったりとかい

うのは全然構わないんだけれども、旅費につい
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ての考え方です。

今は、コロナで結果的にリモートで済ませた

りとかとしているわけです。それで、本来は現

地に行って一緒にお話しして、帰ってくるべき

ものが、リモートで終わっています。今回、決

算してみると、各部とか全体でしたときには、

旅費の残がすごい金額になると思うんです。

リモートで済ませるということと、それから

職員が旅費を使って出かけて行って仕事するこ

とについて、話ができるのだからリモートでい

いじゃないかということにしてしまうのか。そ

れとも、やっぱり行くべきものについては行か

せる、現地をちゃんと見させるのか。

今回、決算してみたら旅費の残り方は半端

じゃない金額になると思うんですけれども、そ

れについてはどんなふうなお考えなんですか。

○松浦総合政策部長 コロナ禍という状況の中

での決算ということでありますので、例えば海

外出張を予算として上げていたけれども、でき

なかったとかというものがかなりたくさんある

と思いますので、旅費については不用額がかな

り出るのかなと思っております。

ここから先、県として考え方を整理している

というわけではありませんけれども、リモート

といったものを使ってコミュニケーションを

しっかり取っていけるという環境はつくってい

かなきゃいけないし、大いに活用していく必要

があると思っています。

では、それで今までと同じものがある程度達

成できるので、もうそれでいいんじゃないかと

いうことではないと私は思っています。これま

でできていたところまではある程度リモートで

できるとしても、その次、その先のことをやろ

うとすると、やはり対面で話を聞かなきゃいけ

ないとか、実際に行って、どういう状況なのか

を見ていく必要があるというものはたくさんあ

ると思います。

効率的にリモートを使ってお金を浮かせなが

ら、それを次に生かしていく。そのための使い

方をしていくことは考えるべきではないかなと

私は思っておりまして、それが次につながる、

新しい施策につながっていったりとかいうこと

になると思いますので、そういった考え方に

なっていくのではないかと思っております。

○井上委員 人間関係というのは、仕事上では

とても大切なことです。やっぱり顔を見て、そ

してお互いの熱を感じるということも含めて、

リモートは上半身だけ着てれば、下半身は何を

着てても分からないんです。正直なことを言う

と、全身を見るということができないわけです。

だから、リモートも多く活用されてもいいと

思うけれども、できるだけ職員の方が現地・現

場に行って人と会い、宮崎県の政策なりをしゃ

べるという機会をあまりにも切らないでいてい

ただきたい。私は、職員は現地をちゃんと見て、

そこで自分が感じたことをちゃんと政策に生か

す、仕事に生かすことを覚えてほしいなという

思いがあるので、そこは考えていただけるとい

いなと思います。

あまりにも今回は旅費の執行残が目立つの

で、そこだけで判断されるのはどうかなと思っ

て、老婆心ながら言わせていただきました。

○日高主査 私から２つほど質問します。

政策調整監がいらっしゃることについて、ど

ういう動きで、どういう成果があったのかとい

うのを１つと、広報戦略室長がいらっしゃるん

ですけれども、戦略とは何の戦略があるのかな

と思って。どういう戦略をしてきて、こういう
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成果があったとかというのを最後に質問しま

す。

○吉村政策調整監 まず、政策調整監というポ

ストを新しくつくった理由といたしまして、一

番大きいのは、知事が全国知事会の地方税財政

委員長という立場になったということがござい

ます。

その主な仕事につきましては、国の施策にお

きまして、当然それに合わせて地方負担が生じ

るんですけれども、その地方負担に関しまして、

ただ負担しなければよいという問題じゃなく

て、適正な負担になるようにきちんと地方の声

を代表して伝えるという役目を、今、知事が担っ

ております。それに関しまして、私ども広域連

携室の職員が事務方としてサポートしていると

ころです。

成果でいいますと、今回、知事から議場でも

答弁させていただきましたけれども、いわゆる

新型コロナに係る地方創生臨時交付金につきま

しては、令和３年度で申し上げますと、県と市

町村合わせまして、約413億円の交付金が本県

に措置されております。

また、今年４月には、市町村と合わせて原油

価格・物価高騰対策として106億円が、さらに、

今回追加分として、岸田総理大臣が新たに6,000

億円の交付金を創設いたしましたけれども、そ

れに関しましても、80億円ほど県への交付決定

がなされることとなっております。

一概にお金の大きさで図れるものではないか

と思いますけれども、知事が委員長を務めるこ

とで、宮崎県みたいに財政的に非常に厳しい県

の意見を特に伝えることができるようになって

いるのではないかと考えておりまして、それが

一つの成果だと考えております。

○鬼塚広報戦略室長 我々は、戦略的広報につ

きまして、県民が知りたい情報、県が伝えたい

情報がしっかりと伝わるよう、テレビ、ＳＮＳ

等の多様な広報媒体の特性を生かして、効果的

に、効率的に行う広報と定義いたしております。

戦略といいますと、必ず目標がございますが、

我々の目標としましては２つございます。一つ

は県の施策や災害情報などを県民に的確に伝

え、県民の安全安心な暮らしを確保すること。

もう一つは、自治体間競争の中で広く県内外、

国内外に本県の取組や魅力を伝え、宮崎県が選

ばれる県になること。

この目標を全庁的にしっかりと共有して、そ

の上で、広報媒体の効果的な活用や職員の広報

マインドの醸成、情報発信力の向上などを図り、

様々な広報媒体がございますが、そういったも

のを活用しながら全庁的に効果的、効率的な広

報を展開していくことを戦略として表現してお

ります。

そのために、今、職員の広報力の向上のため

の研修であったり、そういったところに力を入

れて、広報力の強化をしているところでござい

ます。

○日高主査 全国知事会の税財政常任委員長を

務めていることについて、意外と知られていま

せん。全国知事会に行ってどういう評価があっ

て、知事が実績をどんどん積んできて、全国知

事会でも力を持って、こういう権限があって、

予算もこれだけ来ているという部分について

は、今の吉村調整監の説明で分かるんですけれ

ども、そこら辺は意外と知られていないという

のが正直あります。

それで、広報戦略室もそういうのを伝える部

分も当然あって、全国知事会なんかに行って、
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簡単に言えば、やっぱり都会集中じゃなくて、

地方に予算配分をしっかりしてくれ。そこで力

をどう生かせるかというとこら辺で、実際はこ

れだけ上乗せがあっているんですよみたいな、

そういったのをもう少し分かりやすくやったほ

うがいいのかなと思うんです。

せっかく仕事をやって、広報戦略室長もあら

ゆる媒体で丁寧に伝えるというけれども、そこ

までで止まっているというのが正直な話で、伝

わってないです。

そこら辺を工夫したほうが─情報を制する

ものは全てを制するという時代が確実に来ま

す。宮崎県は特にです。こういう地方都市は特

にそこに力を注いでもいいぐらいのところかな

と思っていますので、その辺をしっかりと松浦

部長を中心に取り組んでいただきたいというこ

とを要望いたします。よろしくお願いします。

それでは、ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって総合政策

部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後２時12分休憩

午後２時18分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算について執行部の

説明を求めます。

○矢野会計管理者 会計管理局の令和３年度の

決算の概要について、御説明申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。

表の一番下の会計管理局合計の欄を御覧くだ

さい。予算額９億3,477万8,000円に対し、支出

済額９億2,748万8,833円、不用額728万9,167円、

執行率は99.2％となっております。

次に、資料の２ページをお開きください。

まず、会計課の決算状況についてであります。

表の一番下の計の欄を御覧ください。予算額

８億1,594万9,000円に対し、支出済額８億923

万2,956円、不用額671万6,044円、執行率は99.2

％となっております。

続きまして、目における不用額が100万円以

上のものにつきまして、御説明いたします。

中ほどの（目）会計管理費の不用額656万209

円であります。その主なものとしましては、下

から６段目、役務費の479万5,258円であります。

これは主に収入証紙の売りさばき人に対して支

払う売りさばき手数料が見込みを下回ったこと

による執行残でございます。

なお、目における執行率が90％未満のものは

ございません。

次に、資料の３ページを御覧ください。

物品管理調達課の決算状況についてでありま

す。

表の一番下の計の欄を御覧ください。予算額

１億1,882万9,000円に対し、支出済額１億1,825

万5,877円、不用額57万3,123円、執行率は99.5

％となっております。

目における不用額が100万円以上のもの及び

執行率が90％未満のものはございません。

最後に、主要施策の成果に関する報告書、決

算審査意見書及び監査における指摘事項につい

ては、いずれも報告すべき事項はございません。

○日高主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

○太田委員 先ほど言われた役務費が500万円
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近く下回ったことについて、収入証紙というふ

うに聞きましたが、これは世相を反映したよう

な─経済とか、もしくは何かの経済活動が下

がったのか、申請書類が少なくなったとか、特

徴的な原因は何かありますか。

○吉元会計課長 売りさばき手数料の決算額

は26億5,000万円余でありまして、これは前年

度と比較しても800万円余の増ということで、

特に大きな増減はなく、前年並みということに

なります。

○太田委員 不用額が500万円ぐらいありまし

た。それは何かの事情があって、もうやむを得

ないことだと思うんですが、なぜ余るのかなと

いうことについて、何か特徴的なことで私たち

が知っておかないといけない経済動向でもあっ

たのでしょうか。

○吉元会計課長 売りさばき手数料ですけれど

も、収入証紙は県が指定した売りさばき人、市

町村農協、交通安全協会とかが県から購入して、

県民等へ販売しております。

売りさばき手数料は、県がこの売りさばき人

に対して売渡額の3.3％を手数料として支払っ

ております。それで、売りさばき手数料の予算

が不足することがないように予算措置をしてお

りまして、実績が予算を下回ったということで、

執行残になっております。

○太田委員 分かりました。

会計課として、恐らく県の資金運用とかを効

率的にしようというところもあるが、今、低金

利でなかなかだろうと思いますけれども、その

辺の何か苦心があれば教えてください。

それともう一つ、会計管理局には物品管理調

達課もありますので、何かこの名称だけ見ると、

在庫管理やらも毎年しないといけないのかと

か、県全体の物品管理を責任持ってやっている

から、その辺で何か在庫管理的なノウハウなん

かも持っておかないといけないのかと思ったり

したりしたんですが、その辺何か説明があれば。

○吉元会計課長 まず、資金の運用についてで

ありますけれども、公金の運用については、地

方自治法におきまして「最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない」とされてお

ります。

実際の運用に当たりましては、日々の支払い

に支障がないように、確実かつ効率的な支払準

備金の確保に努めた上で、金利の動向、金融市

場の景気の動向なども勘案して、最も有利と考

えられる方法で柔軟に運用を行っております。

それで、今、超低金利となっておりますけれ

ども、この現状は当分の間続くと想定しており

まして、今後も収入予測を基に支払準備金を十

分に確保した上で、余剰金については相対に

よって預金で運用していくことを考えておりま

す。

一方の基金などの運用についてなんですけれ

ども、基金所管課と協議しながら、取崩しに支

障がないよう、かつ効率的に運用するために、10

年程度の長期、１億円以上の資金がある基金を

対象に、購入を検討しております。

○堅田物品管理調達課長 物品管理調達課で

は、物品管理と調達を所管しております。

まず、物品管理ですけれども、各所属に物品

が配置してありますので、物品管理者はそこの

所属長ということになります。

財務規則で年に１回報告がありまして、備品

は５万円以上の備品ということになりますけれ

ども、令和４年３月末で、数で10万3,000件、

金額ベースとしまして409億1,000万円を県の財
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産として全体を管理しております。

次に調達ですが、物品管理調達課では本庁分

と宮崎市内の出先分を調達しております。学校

や土木事務所、地区センターはそれぞれで調達

しておりまして、物品管理調達課では、令和３

年度の決算ベースで、調達件数は9,000件弱、

金額ベースで28億5,000万円ほどの購入実績が

あります。

○日高主査 ほかに質疑はございませんか。

それでは、以上をもって会計管理局を終了い

たします。執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時28分休憩

午後２時30分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算について執行部の

説明を求めます。

○日高人事委員会事務局長 人事委員会事務局

の令和３年度決算の概要について御説明いたし

ます。

お手元にお配りしております決算特別委員会

資料をお開きいただきまして、表の一番下、人

事委員会事務局の合計の欄を御覧ください。

令和３年度の予算額１億4,327万6,000円に対

しまして、支出済額は１億3,883万7,247円であ

ります。この結果、不用額が443万8,753円、執

行率が96.9％となっております。

次に、執行率が90％未満の目はありませんの

で、執行残が100万円以上の目について御説明

いたします。

資料の真ん中あたり、（目）事務局費の不用

額が404万3,663円となっております。その主な

ものは、まず委託料の117万580円であります。

これは、ウェブ開催で行う就職説明会の業者委

託料について、入札による落札額が見込額を下

回ったことなどによる執行残であります。

また、需用費の不用額が94万1,227円であり

ます。これは職員採用試験問題等の印刷経費や

事務局消耗品の購入等に係る執行残でありま

す。

なお、主要施策の成果に関する報告書への掲

載、また、決算審査意見書に記載された審査意

見及び監査に係る指摘事項はありません。

○日高主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって人事委員

会事務局を終了いたします。執行部の皆様はお

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時32分休憩

午後２時33分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算について執行部の

説明を求めます。

○髙山監査事務局長 監査事務局の令和３年度

の決算の概要について御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の１ページを御

覧ください。

監査事務局の予算執行状況につきましては、

一番上の（款）総務費の欄のとおり、予算額は

１億7,878万1,000円、支出済額は１億7,555

万8,157円、不用額は322万2,843円、執行率

は98.2％となっております。

次に、執行率が90％未満の目はございません

ので、執行残が100万円以上の目について、御
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説明いたします。

同じく１ページの中段あたり、（目）委員費

の不用額が108万2,789円となっております。そ

の主なものは、監査委員に係る報酬の60万3,602

円及び旅費の44万2,037円であります。

これは、新型コロナの感染拡大に伴い、監査

委員が行う監査について、その一部を対象所属

の職員参加の下、実地で行うやり方から書面に

よる監査に変更したことなどによる執行残であ

ります。

２ページを御覧ください。

一番上の段、（目）事務局費の不用額は213

万6,054円となっております。その主なものは、

新型コロナの感染拡大に伴う旅費の65万1,305

円及び役務費の42万3,495円の執行残でありま

す。

主要施策の成果及び監査結果につきまして

は、特に報告すべき事項はございません。

決算に関する説明は以上でございますが、３

ページの令和３年度の財務執行等に係る定期監

査結果につきましては、監査第一課長から御説

明申し上げますので、よろしくお願いいたしま

す。

○山崎監査第一課長 それでは、続きまして令

和３年度の財務事務執行等に係る定期監査結果

について、御説明いたします。

決算特別委員会の各分科会におきまして、各

部局が決算状況を報告する中で、監査委員の決

算審査意見書及び監査報告書における指摘要望

事項について、該当する所属から内容や対応状

況を説明しているところでございますが、ここ

では、各部局に対する定期監査の結果につきま

して、総括する形で御報告するものであります。

まず、１の監査実施数でありますが、252の

全ての監査対象機関に対しまして、延べ288回

の定期監査を実施しており、令和３年度後期に

行いました現年監査分と、令和４年度前期に行

いました前年の決算監査分の内訳は御覧のとお

りでございます。

次に、２の定期監査における指摘事項等の件

数についてであります。

（１）に年度ごと推移の表を示しております

が、一番右の令和３年度の欄を御覧いただきま

すと、是正または改善を必要とする事項のうち、

指摘事項が９件、注意事項が40件、計49件となっ

ております。

なお、合計欄の下に知事部局の件数を括弧で

記載しておりますが、令和２年度と３年度を見

ますと、それまでの半分程度に減少しておりま

す。これは、知事部局において令和２年度から

内部統制制度が導入されておりまして、当制度

導入が事務処理誤り等の未然防止に一定の効果

があったものと考えております。

次に、（２）の指摘事項等の項目別内訳につ

きましては、収入や支出、契約事務における誤

りや遅れが多くなっておりまして、その原因と

しましては、担当者の知識不足や失念、また、

組織によるチェック体制の不十分さなどが主な

ものとなっております。

また、その右側でございますが、部局別の内

訳は、（３）の表のとおりであり、監査対象機

関数の多い部や県立学校を所管する教育委員会

が多い状況となっております。

最後に、３の監査結果を踏まえた監査事務局

の取組についてであります。

当事務局では、監査結果を踏まえまして、法

令や県監査基準、また、毎年度定める監査計画

等に基づいた取組を行っております。具体的に
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は、指摘事項等につきまして、（１）にありま

すとおり、公表や庁内周知を行いますとともに、

（２）のとおり、各所属が講じた改善措置状況

の取りまとめや公表を行っています。

また、監査報告書や決算審査意見書におきま

して、（３）のとおり、適正な事務処理を行う

ために必要な対策や取組について意見を提出す

るとともに、関係各課との連携による事務処理

の改善等を図っております。

さらに、（４）のとおり、定期監査や監査委

員による部局長等意見聴取におきまして、前年

度の監査結果を踏まえた取組状況について確認

しているところでございます。

定期監査におきましては、依然として初歩的

な事務処理の誤り等が多く見つかっていること

から、監査の結果が各部局の適正かつ効率的な

事務の執行に十分活用されますよう、今後とも

関係各課と連携しながら取り組んでまいりま

す。

○日高主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

○井上委員 49件の指摘があるんですけれど

も、このうち、教育委員会の22件というのは、

どういう事務なんですか。

○山崎監査第一課長 教育委員会の22件のう

ち、18件が県立学校の誤りでございまして、こ

こで初歩的な会計事務の誤りが非常に多くなっ

ております。

○有岡委員 大変意見書が分かりやすくなった

ということで私からお礼を申し上げたいと思い

ます。令和３年度の決算審査意見書を見ますと、

意見とか留意事項等が以前よりも詳しく書いて

あって、中身が大変分かりやすくなっています

ので、今後ともよろしくお願いします。

○太田委員 先ほどの教育委員会で、学校関係

が多かったというようなことですが、学校のほ

うも工夫されて、地域の会計担当者とか、地域

でお互いの技術を高め合おうという取組をされ

ていると思うんですけれども、そういう効果も

今後出るといいなと思っています。

○山崎監査第一課長 教育委員会でもそれぞれ

いろんな会合とか、地元に教育事務所とかがあ

りますので、それぞれのところでいろんな機会

を捉えて、適正な事務執行については周知を

図っていると伺っているところでございます。

先ほど、説明の中で知事部局が減ったという

ことで、令和２年度から内部統制制度が導入さ

れた効果が非常に大きいのではないかというよ

うな説明をさせていただきました。

教育委員会では、その内部統制制度がまだ

入っておりませんので、今後、仮に導入とか、

それに近いことで制度が充実していけば、件数

についても若干改善されるんではないかなと考

えているところでございます。

○太田委員 内部統制制度については、前回の

常任委員会のときに説明があって、効果がある

と聞いておりますが、教育委員会ではまだ導入

されていないなら、できるだけ導入されて、い

い意味での牽制で、そういうミスがなくなるよ

うになるといいいですね。

○髙山監査事務局長 ちょっと補足させていた

だきます。

先ほど太田委員がおっしゃったように、小中

学校につきましては事務の共同処理ということ

で、共同して給料とか旅費等のチェックする体

制を整えております。これは県立学校と違いま

して、小中学校におきましては学校事務職員が

１人しか配置されていません。
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近年、事務のベテランの方が中心となって、

その周辺の小中学校の学校事務の方々に集まっ

ていただいて、事務の共同処理という形で定期

的にされてますので、そういった形で事務処理

の適正化というか、間違いないように工夫され

ています。

それに加えまして、内部統制制度につきまし

ては、今回数字が明らかに表れておりますよう

に、事務処理のミスの防止に一定の効果が表れ

ております。

私たちとしては、今後、この内部統制制度が

知事部局以外にも広がっていくことを期待して

おります。

○日高主査 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって監査事務

局を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後２時44分休憩

午後２時46分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、令和３年度決算についての説明を

求めます。

○渡久山議会事務局長 お手元の決算特別委員

会資料の１ページを御覧ください。

一番上の段の（款）議会費でございます。

予算額12億16万6,000円に対しまして、支出

済額11億3,304万2,708円、翌年度への繰越

額4,725万円、不用額1,987万3,292円となって

おります。執行率につきましては94.4％、翌年

度繰越額を含めますと98.3％となっておりま

す。

次に、目の不用額が100万円以上のもの、執

行率90％未満のものにつきまして、御説明申し

上げます。

まず、上から３段目、（目）議会費でありま

す。不用額が436万6,289円であります。主なも

のといたしましては、中ほど、旅費の293万9,817

円となっております。これは、議員応召旅費な

どの執行残でございます。

２ページをお開きください。

次に、一番上の段の（目）事務局費でござい

ます。不用額が1,550万7,003円であります。主

なものといたしましては、下から５段目にござ

います委託料275万9,712円、また、下から３段

目、工事請負費の994万93円でありますが、こ

れらは議会棟改修工事に伴う執行残でございま

す。

事務局費の一番上の段に戻っていただきまし

て、執行率が87.6％となっておりますが、これ

は議会棟改修事業に係る工事請負費の翌年度繰

越額によるものでございまして、翌年度繰越額

を含めて計算しますと、96.9％の執行率となり

ます。

そのほか、主要施策の成果に関する報告書、

決算審査意見書及び監査における指摘事項等に

ついては、該当がございません。

○日高主査 事務局の説明が終了しましたが、

委員の皆様から質疑はございませんか。

○星原委員 議会費の応召旅費の残額293万円

ですが、これは大体毎年同じぐらいの予算を組

むのではないのでしょうか。こんなに不用額が

出るんでしょうか。

○濱﨑総務課長 昨年度は議員辞職等もありま

して、その分減ったというのと、あと、委員会

の調査とかも少なかったというところで、その



- 72 -

令和４年９月29日(木)

分が執行残になったということかと思います。

○日高主査 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上をもって議会事務

局を終了いたします。皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時50分休憩

午後２時54分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、明日の13

時に行いたいと思いますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 では、そのように決定いたします。

その他、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。お疲れさまでした。

午後２時54分散会
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午後０時59分再開

出席委員（７人）

主 査 日 高 博 之

副 主 査 日 髙 利 夫

委 員 星 原 透

委 員 外 山 衛

委 員 太 田 清 海

委 員 井 上 紀代子

委 員 有 岡 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 牛ノ濵 晋 也

総 務 課 主 事 大 島 采 香

○日高主査 分科会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

賛否を含め、御意見があればお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後０時59分休憩

午後０時59分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、これより採決に入りますが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、議案第24号についてお

諮りいたします。原案のとおり認定することに

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 御異議ありませんので、原案のと

おり認定すべきものと決定いたしました。

次に、主査報告骨子案についてであります。

主査報告の項目及び内容について、御意見は

ありませんか。

暫時休憩いたします。

午後０時59分休憩

午後０時59分再開

○日高主査 分科会を再開いたします。

それでは、主査報告につきましては、正副主

査に御一任いただくことで、御異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、そのようにいたします。

そのほか、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○日高主査 それでは、ないようなので、以上

で分科会を閉会いたします。

午後１時00分閉会

令和４年９月30日(金)





署 名

総 務 政 策 分 科 会 主 査 日 高 博 之


